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平成２５年第２回那須塩原市議会定例会 

 

議 事 日 程 （第２号） 

 

                            平成２５年３月５日（火曜日）午前１０時開議 

日程第 １ 会派代表質問 

    １４番 中村芳隆議員 

      １．市政運営方針について 

      ２．再生可能エネルギーの利活用について 

    ２７番 吉成伸一議員 

      １．平成２５年度市政運営方針について 

      ２．平成２５年度の主要事業について 

      ３．放射能対策について 

      ４．防災・減災の事業について 

      ５．教育行政について 

      ６．地元企業への支援について 

     ７番 磯飛 清議員 

      １．「八溝山周辺地域定住自立圏構想」について 

      ２．太陽光発電装置普及事業について 

      ３．防犯灯設置と維持管理事業について 

      ４．高齢者外出支援タクシー料金助成事業と公共交通について 

      ５．証明書のコンビニエンスストア交付について 
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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（君島一郎君） おはようございます。 

散会前に引き続き、本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は27名であります。 

  12番、岡部瑞穂君より欠席する旨届け出があり

ます。 

 

─────────── ◇ ─────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（君島一郎君） 本日の議事日程はお手元に

配付のとおりであります。 

 

─────────── ◇ ─────────── 

 

◎会派代表質問 

○議長（君島一郎君） 日程第１、会派代表質問を

行います。 

  発言通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────── ◇ ─────────── 

 

◇ 中 村 芳 隆 君 

○議長（君島一郎君） 柔仁会代表、14番、中村芳

隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 皆さん、おはようござい

ます。 

  議席番号14番、中村芳隆でございます。柔仁会

を代表し、通告に従い質問をいたします。 

  昨年の12月の衆議院選挙におかれましては、３

年余り続いた民主党政権から自公連立政権が誕生

いたしました。安倍政権が３本の矢と称して打ち

出した政策は、大胆な金融政策、機動的な財政政

策、民間投資を喚起する成長戦略とするアベノミ

クスは、世界的にも認知され、24年度補正予算、

25年度本予算にも反映し、現在取り組んでいると

ころであります。 

  円高、株安、そしてデフレ脱却への期待を感じ

る政策であります。内閣支持率もかつてない右肩

上がりで、70％を超える結果が出ております。こ

れはまさに国民の期待のあらわれだと思います。

本市においても市長がよく言われております、本

市のポテンシャルを生かし地域発展のため、全身

全霊を込めて取り組んでいただきたいと思ってお

ります。 

  本市においては、除染問題を含め多くの課題が

山積しております。今後、国・県との連携を図り

ながら、また国の動向を見きわめ、市長が市政運

営方針で述べた平成25年度主要事業、総合計画の

７つの政策体系に則し、パフォーマンス政治じゃ

なくて、しっかりとした市民サービスの向上に向

け、地に足をつけた市民のための政治に取り組ん

でもらいたいと願い、質問に入らせていただきま

す。 

  １、市政運営方針について。 

  阿久津市長就任２年目に当たり、改めて初心を

忘れることなく公約を着実に実施され、市民の皆

様が「このまちに生まれてよかった、住んでよか

った」と実感できるまちづくりに全力で取り組ま

れる市政運営の姿勢は、まさに評価するところで

あります。その上で、平成25年度市政運営方針に

関し、以下の点について市長の考えをお伺いいた

します。 

  ⑴「快適で潤いのあるまちづくり」として、平

成24年度に引き続いて、除染計画に基づき住宅除

染やスポーツ施設、市営住宅等を実施するとあり

ますが、実施に際しては、平成24年度の実施状況

を十分検証した上での取り組みと拝察し、以下の
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点についてお伺いをいたします。 

  ①平成24年度の進捗事業と課題についてお伺い

いたします。 

  ②平成25年度に予定する事業内容、スケジュー

ル等をお伺いいたします。 

  ③平成25年度において、平成24年度での実施地

区住民から追加希望者があった場合の取り扱いを

お伺いいたします。 

  ④スポーツ施設、市営住宅の除染方法をどのよ

うに考えているかお伺いいたします。 

  ⑵市民の不安解消のため、ホールボディカウン

ターによる内部被曝検査を引き続き実施、母乳・

尿の放射性物質の検査実施とあることから、以下

の点についてお伺いいたします。 

  ①ホールボディカウンターによる内部被曝検査

の平成24年度の受診状況、結果等について検証さ

れたかお伺いいたします。 

  ②母乳・尿の放射性物質の検査について、実施

内容をお伺いいたします。 

  ③内部被曝の検査の実施に対し、外部被曝の検

査の実施は考えているかお伺いいたします。 

  ⑶児童生徒及び保護者が放射能に対し正しい理

解を深めるため、放射能に関する出前授業の実施

が計画されていることから、以下の点についてお

伺いいたします。 

  ①2011年３月11日の被害発生から２年が経過す

る間、市民の声を聞く機会をどのように行ってき

たかをお伺いいたします。 

  ②今後、市民の声を聞く機会をどのように考え

ているかをお伺いいたします。 

  ③今後の放射能問題対策に対する考えをお伺い

いたします。 

  ⑷県内でも数少ない人口増加率がプラス傾向に

ある本市においても、人口減少と少子高齢化は避

けて通ることができない状況にありますが、その

中にあって、「健やかに安心して暮らせるまちづ

くり」として、より充実し安心した子育てができ

る環境づくりのため、こども医療費の助成対象年

齢を18歳まで拡大された政策は、大変評価できる

ものであります。 

  そこで、以下の点についてお伺いいたします。 

  ①変更する助成制度内容についてお伺いをいた

します。 

  ②現在、７歳以上に対しては助成方法を償還払

いとしていますが、現物給付方法に移行できない

かをお伺いいたします。 

  以上で第１回目の質問といたします。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君の質問に

対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 中村芳隆議員の代表質問

にお答えをいたします。 

  まず、⑴番の平成24年度の除染進捗状況と課題

についてですが、住宅除染については、放射線量

の高い５地区の住民に対し２万2,600通の住宅除

染説明資料などを送付し、２月末日現在、同意書

が送付されてきたもの8,775通、うち測定・調査

が終了した戸数が2,652戸、除染終了が103戸であ

ります。 

  ５地区以外の18歳以下の子どものいる住宅を対

象に先行除染を行う住宅マイクロホットスポット

除染については4,735通の案内を行い、同意書受

領が922通、うち測定終了した戸数が244戸、除染

終了が166戸であります。 

  公共施設除染については、都市公園、公民館な

ど80の施設が対象であり、27の除染が現在終了し

ております。また、残りの施設についても３月中

に終了する予定で、現在進行中でございます。 

  課題としては、住宅除染に係る同意書の記載内

容確認や測定調査の日程調整、住宅ごとの戸別の
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除染設計に相当の時間を要していることが上げら

れます。 

  次に、②の平成25年度に予定する事業内容とス

ケジュールについてですが、平成25年度は放射能

対策課を立ち上げ、より充実した布陣でスピーデ

ィーに除染に取り組んでまいります。 

  まず、住宅除染については、今年度実施した５

公民館以外のエリアの戸数３万1,310戸を対象に

除染を実施いたします。 

  公共施設については、にしなすの運動公園など

スポーツ施設を中心に、未実施の32施設の除染を

予定しております。 

  スケジュールについては、できるだけ早い時期

に発注できるよう設計などの準備を進め、年度内

に完了できるよう計画的に進めてまいります。 

  ③の平成25年度において、平成24年度の実施地

区住民から追加希望者があった場合の取り扱いに

ついては、未実施の住宅についても、同意書の提

出があれば対応してまいりたいと考えています。 

  次に、スポーツの施設、市営住宅の除染方法に

ついてですが、除染は環境省の補助メニューに沿

って実施いたします。具体的には、スポーツ施設

は子どもが長時間活動する空間と認められるもの

ですので、表土の除去、芝生の深刈りなどにより

除染を行います。 

  市営住宅については、一般住宅と同様の雨樋下

の汚泥の除去や除草、落ち葉さらいなどを実施し

てまいります。 

  次に、市民の不安解消のための事業について順

次お答えいたします。 

  ホールボディカウンターの受診状況、結果の検

証についてですが、ホールボディカウンター検査

はことしの１月末、震災復興支援放射能対策研究

所、平田村でございますが、現在413名、那須町

保健センターで191名の方が検査を受けておりま

す。 

  事業開始に当たり、今年度の受検者数を研究所

サイドで1,760名、那須町保健センター420名を見

込みましたが、今後検査を受ける方を含めても

900名程度の状況で、検査のお知らせを小まめに

行っていくとともに、さらに助成金の代理受領方

式の導入など、受けやすい環境を整備してまいり

ます。 

  また、検査結果については、全員検出限界未満

となっており、市民の皆様の不安軽減につながる

ものと受けとめております。 

  母乳・尿放射性物質の検査でございますが、授

乳中の女性を対象とした母乳、未就学児・妊婦を

対象とした尿検査、その含まれる放射性物質の検

査を市内の検査機関に委託をして、まだ始まって

間もないわけですが、１月下旬から実施しており

まして、２月末で、母乳が６件、尿検査が12件実

施しております。結果はすべて検出限界未満とな

っております。 

  外部被曝検査の実施につきましては、現在のと

ころ実施する考えはありません。今後、状況に応

じ、さらに検討してまいります。 

  続きまして、市民の声を聞く機会をどのように

行ってきたかについてですが、平成24年４月に那

須塩原市除染実施計画を策定し、５月から６月に

かけ自治会長を対象に市内７カ所において除染実

施計画の説明会や、地域からの要請等により出張

説明会を実施しております。そのほか、地域団体

からの要望書提出の際の懇談や、市政懇談会、市

への提言、ツイッターなどによりさまざまな質問

やご意見をいただいております。 

  今後、市民の声を聞く機会をどう考えているか

についてもお答えしますが、10地区での住宅除染

地域説明会や出張説明会を開催するとともに、あ

らゆる機会を通じて市民の皆様のご意見等をお聞
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きしていきたいと考えています。 

  次に、今後の放射能問題対策に対する考えにつ

いてですが、住宅や公共施設などの除染作業が終

了すれば、その後、事務所や工場等の除染を進め

るとともに、空間放射線量の引き続きの測定を初

め、ホールボディカウンターによる内部被曝検査

など、健康対策を引き続き実施してまいります。 

  また、⑷番、子どもの医療費で助成制度の変更

内容についてもお答えいたします。 

  私の公約である「子育て支援」の実現のため、

市単独事業として医療費助成の対象年齢を12歳か

ら18歳までに拡大するものであります。また、中

学１年生以上のお子さんへの助成については、償

還払いとして2,000円の一部自己負担をお願いす

るものであります。 

  次に、７歳以上に対しての助成方法を現物給付

方式に移行できないかということについてもお答

えいたしますが、現段階で現物給付方式による対

象者の負担軽減、利便性の向上については、十分

承知をしております。一方で、移行に伴う新たな

財政負担は大きな課題であるとも考えております。 

  本市の平成23年度の決算をもとに試算をしてみ

ますと、県補助金が2,000万円程度の減額になり

ます。その他、助成額の増加や国民健康保険にお

ける国庫負担金の減額等を含めてトータルで計算

しますと、少なくとも１年間に１億円を超える負

担増が見込まれます。加えて受診回数及び助成額

の増加が懸念されるとともに、医療機関の負担増

や国民健康保険等医療費の増に波及することも課

題の一つであると考えております。 

  このようなことから、小学生以上のお子さんに

ついては引き続き償還払い方式による助成を行っ

ていきたいと考えています。 

  第１回の答弁にかえます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 答弁をいただきました。

長い答弁をいただきまして、本当にありがとうご

ざいました。 

  それでは、１から再質問に入らせていただきた

いと思います。 

  住宅除染、１万5,000戸が行われるということ

でございまして、同意書が１万5,000戸に対して

8,775通、そのうち測定調査が終了した件数が

2,652件と、それで除染を終了されましたが103戸

ということですね。また、18歳以下の住宅除染に

ついては4,735件のうちの922件から依頼があって、

測定調査が終了したのは244、除染が完了したの

が166戸ということで答弁をいただきました。 

  この結果を踏まえて、どうとらえているかをち

ょっとお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） これ結果でございます

けれども、当初私どもが予定しておいた数字より

は同意書の回収が少ないということを考えており

ます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 今、部長から答弁をいた

だきまして、結果的には非常に少ないということ

でございまして、この少ない現状の理由とでも申

しましょうか、申し込みが少ないものをどう判断

されているか、ちょっと聞かせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 同意書の少ない理由と

いうことでございますけれども、正式に分析その

ものというものは行っておりません。ただ、当初

から比べますと、自然的な減衰というものもござ

います。そういったところで興味といいますか、

小さいお子さんのいるところと、そうじゃないと
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ころでの若干差異は出てきているのかなというふ

うな認識は持ってきております。 

  先ほど言いましたように、詳細な分析等はまだ

行っておりません。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） まだ正式に分析は行って

いないということでございますが、いずれにしま

しても同意されている方が少ないというのが現実

かと思っております。そんな中で、３月１日、こ

れ下野新聞に出ておりました、「住宅除染進まぬ

同意」ということで。ご存じかと思いますので。

全体的に本県において８市町が重点地域になって

おりますが、そんな中で、最高２割ぐらいの同意

があるということ。 

  そういった中で一つの理由としましては、低線

量メニューの除染ではやっても仕方がないとあき

らめる方とか、あと、放射能の汚染から２年が経

過した中で、若干放射能に対する認識が薄れてき

たというものの調査結果が出ておられるようでご

ざいまして、そういったものもしますと、だんだ

ん認識が薄れてきているんで同意されている方が

少ないのかなというのもございます。 

  また、そんな中で、当初、本市で行いました入

札結果が年末だったということで、そういう同意

関係に対して最初の計画は、一軒一軒訪問されて

同意を急いで、すぐに工事にかかれるような状況

に入るということもあったわけでございますが、

そういった時間がなかったというものも含まれて

いるのではなかろうかと思っております。 

そういったものについても、るる次の質問で話

をさせていただきたいと思いますが、そんな中で

こういった課題としまして、先ほど答弁いただき

ましたが、住宅の除染に係る同意書の内容確認や

測定調査の日程調査、また除染設計に相当に時間

を要したということでございます。こういった現

況を踏まえますと、やはり余裕のある施工計画な

り除染計画を立てていかないと、本当に年度末ま

でにそういった同意をとって測量し、設計を調査

した中で工事をするというのは非常に厳しいので

はなかろうかと思いますが、そういった日程的な

ものはどう考えているかをちょっとお聞かせくだ

さい。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 日程的につきましては、

非常にタイトなスケジュールであったというのは

認識はしております。そういった中で、先ほど市

長の答弁にもありましたけれども、今、１軒の除

染をするに当たりましても最低３回の訪問をする

というような状況でもございます。 

１つ目は空間の放射線量の測定というものがご

ざいます。それとあと、どの場所をどういう手法

で除染したらいいかという確認、それとあわせて

除染作業ということでございます。 

そういったことで、当初予定しておったよりも、

１軒当たりに対する時間、人数等々がちょっと予

想を上回る状況といいますか、そのようなことが

一つ要因として挙げられるかと思っております。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 了解しました。 

  それでは、⑵の再質問に入りたいと思います。 

  ことし、平成25年、先ほどの答弁の中で、放射

能対策課を立ち上げてスピーディーに除染をやっ

ていくんだということを言われました。新しい試

みかと思いますので、その対策課の概要をちょっ

とお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 放射能対策課でござい

ますけれども、過日の組織機構の改革の中で庁内
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でも決定をしたところでございます。基本的には、

現在ある除染センター、それを放射能対策課とい

うような形として位置づけたいと思っております。

基本的には総務部の中というような形で考えてお

ります。 

  ただ、除染センターという名前そのものが大分

浸透してきておりますので、除染センターという

ものは課の中の施設という位置づけで現在考えて

おるところでございます。人員については、今人

事異動の中で、どのようになるかというのはこれ

からでございますけれども、人数をなるべくふや

せればということで、現在検討を進めているとい

う状況でございます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 現在ある除染センターの

名称変更というか、課としてしっかりと立ち上げ

て対策されていくんだという認識でよろしいかと

思うんですが、よろしくお願いしたいと思ってお

ります。 

  そんな中で、平成25年度はまさに残りの10エリ

ア、３万1,310棟の住宅除染を行っていくんだと

いうことでございます。その３万1,310戸に対す

る除染方法、またタイムスケジュールをお聞かせ

いただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） スケジュールでござい

ますけれども、先ほど市長のほうから答弁があり

ましたように、なるべく早く発注できるように、

現在、設計等の準備を進めているという状況でご

ざいます。 

  ただ、国のほうの予算の確定といいますか、そ

ういったものがまだでございます。そういったと

ころもございますので、そういった国のほうの動

向が決まり次第発注できるようなことで準備を進

めてまいりまして、年度内にはすべて完了できる

というようなスケジュールで進めてまいりたいと

いうふうに考えております。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 早目に手を打っていかれ

るということでございます。 

  そんな中で、平成24年度は時間がなかったとい

うようなこともございまして、コンサル等々の方

式で一括発注された経緯がございます。前回は５

エリアでございまして、１万5,000棟、今回10エ

リア、３万1,310棟ございますので、倍に等しい

かと思うんですが、そういった中で、大手ゼネコ

ンさんに発注されるということになりますと、非

常に安心して発注し、見守ることができるという

ことで楽な面もあるが、以前から私どもがお願い

をしておりましたように、やはり地元の企業の育

成、また経済の活性化、そういったものを考えま

すと、ある程度うまく分けて、コンサルと施工、

そういった面もうまく分けた中で地元の企業もう

まく活用するといったもの。また、そういった仕

事において、企業の力を育成させてやるといった

ものも考えていくのも一つではなかろうかと思い

ますし、今回はかなり時間がございますので、先

ほどの課題をクリアするためにも、早いうちに取

り組んでいくということもできますので、そうい

ったものを含めましてちょっと考えていただきた

いんですが、その件について答弁をお願いします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） ご案内のとおり、今年

度は一括発注ということでしたところでもござい

ます。ただ、公共施設等につきましては直接地元

への発注というものも実際に行ってきたところで

ございますけれども、現在、この一括発注のメリ

ット、デメリット等も含めて、今、庁内で、来年
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度どういった方向で発注するのがよろしいかとい

うことで現在検討は進めております。 

そういったことで、検討の中で一括発注になる

かというふうなところは、まだ微妙でございます

けれども、そこの辺のところをよく検証を行った

上で来年度の発注は決めてまいりたいというふう

に考えております。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） ぜひとも検討をしていた

だきまして、それなりの仕事は皆さんできるかと

思いますので、うまく分割をするなり、いろいろ

な方法があろうかと思いますので、検討のほどよ

ろしくお願いを申し上げまして、次の質問に入り

たいと思います。 

  その中で、まだことし80カ所の施設関係を今除

染しているわけですが、未実施の公園及びスポー

ツ施設、32施設がまだ残っているということで、

25年度にやるということをお聞かせいただいたわ

けでございますが、その中身、内容をちょっとお

聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 特に大きなものといた

しましては、くろいそ運動公園とか、にしなすの

運動公園とか、運動公園というものがメーンにな

ってくるかと思います。といいますのは、スケジ

ュールの調整等もございまして、なかなか入れな

かったというところがございます。ただいま申し

上げましたくろいそ運動公園、河畔運動公園、に

しなすの運動公園、体育センター、関谷南区の駐

車場、あと青木運動場、これらが大きなものとな

ってまいります。 

  あわせまして、各市営住宅、まだ終わっていな

い市営住宅も予定をしております。また公園関係

とか、駅の前の広場、これらも25年度の中で実施

をしてまいりたいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） はい、わかりました。 

  それでは、24年度に80施設、そして25年度に32

施設が行われるということでございまして、これ

ですべての市関係の公共施設は除染が完了される

のかどうか、お聞かせをいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 基本的には、この32施

設が終われば市の公共施設は完了するという状況

でございます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） はい、了解いたしました。 

  それでは、③の再質問に入りたいと思います。 

  24年度の未実施住宅で、25年度に実施したいと

いう追加希望者については、提出があれば対応を

していくというような答弁もいただきましたが、

そういった中で、その追加で希望される方、その

周知とか受け付け、どういったものを考えている

かをちょっとお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） まだ具体的にどういっ

た方法というものは、まだ決まってはおりません

けれども、未実施の方々に周知漏れのないような

対応はしてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） よろしくお願いしたいと

思っております。ことしはちょっと忘れてしまっ

たとか、同意書を出そうと思っても出せなかった

という方もおられるかと思いますので、対応をよ

ろしくお願いしたいと思っております。 

  スポーツ施設等の除染は、子どもが長時間活動
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する空間でありますので、スピーディーに取り組

んでいただきたいと思っております。 

  いずれにいたしましても、除染の効果は点より

面で行うことで効果が上がるとよく言われており

ます。市民に対して、先ほどの追加等々も含めま

して、除染の理解をしていただきまして、全域で

除染が実施されるよう要望して、次の質問に入り

たいと思います。 

  ⑵のホールボディカウンター等々について再質

させていただきたいと思っております。 

  ホールボディカウンターの受診状況については、

１月末で、平田村の研究所で413名、那須町のお

世話になっているところで191名が検査を受けて

いるとのことでございます。受診者の年齢と、ま

た性別等がわかれば、お聞かせをいただきたいと

思いますし、また、当初の見込み数から比べます

とかなり少ない結果となっております。そういっ

た数字をどうとらえているかをちょっとお聞かせ

いただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） ⑵のホールボディ

カウンターの状況ということで再質問いただきま

した。 

  先ほど出ました数字413名、191名ですけれども、

そのうち、私どものほうに検査結果が送付されて

きているものにつきまして申し上げたいと思いま

すので、そうしますと、研究所のほうが377名で

ございます。それから那須町の保健センターが73

名ということで、合わせまして450名の結果が戻

ってきておりまして、それで性別とか年齢がわか

るということでございますけれども。 

  まず、性別でございますけれども、両方合わせ

て申し上げますけれども、男性が193名、42.9％、

それから女性が257名ということで57.1％でござ

います。 

  それから、年齢別でございますけれども、これ

は那須町も平田村も同じような傾向でございます

が、これも合計で申し上げますけれども、４から

７歳が102名、それから８歳から12歳が100名、13

歳から17歳が31名ということでございます。これ

を合わせますと約52％になるかなと思います。い

わゆるこれが３歳から18歳未満ということで子ど

もの部分です。残りの18歳から最高が70歳以上と

いう方もいますけれども、残りの方が48％ぐらい

という形になります。 

  それからもう１点、先ほど市長の答弁の中でも、

今後３月まで予約等をされている方を含めても、

両方合わせて900名程度にしかならないというこ

とで、その見込みとの違いをどう考えているかと

いうふうな形の質問かなと思いますけれども。 

まず、内部被曝のことにつきましては、まず第

１に、事故直後から食べ物関係については、流通

している食品ももちろんそうでございますし、そ

れから自家栽培しているものについても簡易検査

等を、市のほうでも測定器を入れまして測定をし

ていると。さらには学校、保育園、幼稚園等でも

食材等の検査についてはずっと継続してやられて

いるということで、食べ物には皆さん気をつけて

いるという状況があるのかなというふうにも思っ

ております。 

  そのような中でも、先ほどの住宅除染の中でも

議員のほうから、２年たって認識がちょっと薄れ

てきているのではないかというふうな形もありま

すので、それについては、私どもも直接、学校と

か保育園等を通しまして保護者にダイレクトに通

知を差し上げて、小まめに検査をどうですかとい

うことでお勧めをしたいと。今までもしてきてお

りまして、その通知を差し上げるとどっと申し込

みが来るというようなこともありますので、これ
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については今後も引き続きやっていきたいかなと

いうふうに思っております。 

  それと、特に平田村のほうですけれども、半額

とは言いましても、やっぱり6,000円なりを一た

ん立て替えなくちゃならないという、それもちょ

っとちゅうちょする要因になっているのかなとい

うこともありますので、その辺は代理受領方式と

いうことで、さらに助成金を除いた3,000円分を

お支払いすればそれで済むというふうな対応もさ

せていただきたいかなというふうに思っていると

ころでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） いろいろありがとうござ

いました。 

  こうして見ますと、男女別に検査を受けられて

いる方、女性の方が若干多いということでござい

ますし、また小さいお子さんについては中学生以

降が極端に少なくなっていくといった傾向が見ら

れるのではなかろうかと思っております。 

全体的に数が見込みより減っているというもの

は、今回インフルエンザ等もはやっていたという

ようなこともあるでしょうし、また土曜日には部

活等々の子どもさんも頑張っているということで、

忙しいというものもあったかと思っておりますの

で、先ほど来より代理受領もできるようにすると

か、いろいろ周知徹底を図っているとか、そうい

ったもので頑張っておられるようでございますの

で、できる限り、せっかくの制度でございますの

で、多くの方が検査を受けられるよう努力をして

いただきたいと思っております。 

  そんな中で、検査結果については、全員が検出

限界未満ということで、本当に安心をしていると

ころでございます。 

  そんな中で、平田村の研究所までバスが運行さ

れていると思いますが、このバスの運行状況をち

ょっとお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 平田村へのバスの

運行状況ということでございますけれども、これ

は当初予定どおり、毎週土曜日ということで出し

てございます。乗車の状況につきましては、毎回、

少ないときでも十四、五名、多いときで32名とか、

それなりにバスをご利用していただいている状況

です。 

  ただ、これは12月の議会でしたか、申し上げま

したけれども、そのほかに個人の車で行かれる方

も日を追って多くなっているという状況でござい

ますが、このバスにつきましては、25年度も毎週

ということで、予算のほうは今考えております。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 毎週土曜日行かれている

中で、50人乗りのバスだったかと思いますので、

14名から32名ということでは若干もったいないよ

うな気もしますので、せっかくのバスが行ってい

ただけるんで、やはり30名前後の方が常時乗って

いけるような形に持っていっていただければと思

っております。 

  また、ただいまの答弁で、25年度も運行される

ということでございますので、引き続きよろしく

お願いを申し上げまして、次の質問に入りたいと

思います。 

  ②の質問に入ります。 

  ２月まで母乳・尿検査が実施されているという

ことでございまして、母乳が６件、尿が12件です

か、検査の結果、すべて検出限界未満ということ

でありまして、安堵しているところでございます

が、こういった件数、６件、12件、こういったも

のついてどうとらえているかをちょっとお聞かせ
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いただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 母乳と尿の検査の

件でお尋ねでございますが、こちらの検査につき

ましては、１月20日号の広報でお知らせをして、

そこからスタートということで、まだ１カ月ちょ

っとしか、この集計の段階ではたっていなかった

ということでございます。 

そういう中でも、先ほどのホールボディカウン

ターと同じように、保育園、幼稚園、それから託

児所に通っているようなお子さんの保護者あてに

チラシ、お知らせを、その１月末につきましては

4,500枚ほど通知を差し上げているという中で、

そのような数字ということでとらえておりますけ

れども、その後の申し込みの状況から申しますと、

２月末の現在ですけれども、母乳は３件ふえまし

て９件、それから尿のほうが22件ということで、

２月末現在では申し込みの状況にはなってござい

ます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 始まったばかりの制度で

ございますので少なかったということでございま

すが、これからもひとつＰＲをしていただきまし

て、せっかくの制度でございますので、多くの方

が検査を受けていただけるということになるとあ

りがたいと思っております。 

  25年度におきましても、引き続き予算が計上さ

れていると思いますので、引き続きよろしくお願

いしたいと思っております。 

  次の質問に入ります。 

  ガラスバッジ等による検査の実施がないという

ことで、体外被曝の検査ですね。そういったもの

を先ほど答弁いただきましたが、それがなぜなく

なっていくのか。その中で、状況に応じては検討

されていくんだということも答弁がございました。

その検討するような状況ということは、どんな状

況になったとき検討するのかをちょっとお聞かせ

いただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） ガラスバッジ関係でご

ざいますけれども、小学生関係はもう既に保護者

に対しての通知等も終了しておりまして、現在、

未就学児の関係の結果が間もなく出るという状況

でございます。まだ途中経過ではございますけれ

ども、放射能のアドバイザーの先生によりますと、

健康に今影響のある数値ではないというお話をい

ただいております。 

  そういったことから、一つの区切りといたしま

して25年度につきましてはということを、現在の

ところでありますけれども、ガラスバッジ等は実

施する考えはないということで、先ほど市長のほ

うから申し上げたところでございます。 

  状況に応じということでございますけれども、

まだ具体的には詰まってはおりません。ただ、住

宅の除染が一通り終わる状況とか、ある程度工場、

店舗等々に入った状況で、どのぐらいというもの

を検討するというものは一つの判断材料にはなる

かなというふうには思っております。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） ガラスバッジ等々につい

て、私どもの議会の放射能対策検討特別委員会と

いうものを設けて、今検討させていただいて、そ

れに対して市民の声を聞いて、また市民団体等々

の意見を交換した中で、市長のほうに要望事項と

して、過日、ガラスバッジによる外部被曝の測定

を継続的に実施されることといったものを差し上

げさせていただきました。 

そんな中で、やはり１回の検査よりも、２回、
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３回しっかりと記録をとって、数値の上において

不安の払拭を図っていくんだということで、かな

り大事なことではなかろうかと思っていた事業の

一つであったわけでございますが、そういったも

のが25年度はなくなっていくと。 

先ほど答弁にございましたように、状況によっ

て、除染が終了した中でまた検討ということで今

答弁があったわけでございますが、そういった意

味で、一部の市民かもしれませんが、やはりそう

いった声がまだあるということでございまして、

また私どもの議会対策特別委員会の中でも検討に

検討を重ねて要望した事項でございますので、で

きる限り、そんなにこれもお金はかからないと思

いますので、そういう工夫をして、ちょっとつけ

る方が学校によってもばらつきがあって、25％と

か、70％とか差が出たものですから、つけていな

い方がまだいっぱいおりますので、そういったも

のも考慮して、引き続きこういったものに対して

前向きに検討をしていただければと思っておりま

すので、よろしくお願いを申し上げまして、次の

質問に入りたいと思います。 

  ⑶の１に関連しておりますので、一括して再質

問してまいります。 

  そういった市民の意見等を聞く機会をどのよう

に行ってきたのかという答弁で、地域からの要望

と、また出張説明、市への提言、ツイッターなど

で説明いただいたと聞いておりますが、その内容

をちょっとお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 主に地元説明会を各地

域ごとに今実施をしたわけでございますけれども、

主な意見としては、やはり敷地内に保管という状

況でございますので、いつぐらいまでに保管をす

るのかというようなこと。あと、農家住宅なんか

は面積が広いわけでございますので、どの程度や

ってくれるんだと。あとは、砂利を取った後の戻

しはどうするんだとか、いわゆるそういったこと

で、いろいろなご意見をいただいております。そ

ういったご意見を市としても真摯に受けとめまし

て、極力希望に沿うような形での除染ということ

で、現在進めているという状況でございます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 私どもの議会報告会等々

を昨年開かせていただきました。その中で意見交

換会の中では、やはり放射能の除染関係等々、ま

た食品検査、そういった意見が大半を占めており

ました。そういった中においても、やはり市民の

意見等々をしっかりと聞いて、除染関係、また放

射能対策等々をしっかりとやっていっていただき

たいと思っております。 

  そういった声をしっかりと生かしていけば、市

民の理解度が深まっていくのではないかと思いま

すので、よろしくお願いしたいと思っております。 

  ③になりますが、今後の放射能問題対策として、

住宅や公共施設が終了した暁には、事務所や工場

等の除染を進めるということで答弁をいただきま

した。そういった内容についてちょっと詳しくお

聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 先ほど住宅が終わった

後、事務所とか工場等ということで答弁を申し上

げましたけれども、これは除染の実施計画に基づ

いて、住宅が終わればそういったところをやると

いう内容でございます。これにつきましては25年

度、一般住宅の除染を進めていく中において、ど

のような手法でやっていったらいいかというもの

は十分検討してまいりたい。 

やはり大きな面積というようなことになります
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ので、どういったことで進めればよりよい除染が

できるかというようなことにつきまして、25年度

のなるべく早いうちに、それらについては検討し

てまいりたいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） そうしますと、これ民間

企業の工場と、端的に申しますと、ブリヂストン

さんとかそういうところの除染も行政で行うとい

うような解釈でよろしいのかどうか、ちょっとお

聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） そういう認識で結構で

ございます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） はい、了解いたしました。 

  まさに点ではなくて面で除染をやっていかない

と効果が出ていかないということでございますの

で、よろしくお願いしたいと思っております。 

  本市の放射能対策はまだまだ続くと思いますが、

市民の皆様が安心・安全に暮らせるよう、積極的

に取り組んでいただきたいということを要望いた

しまして、次の質問に入らせていただきたいと思

います。 

  ⑷の①こども医療助成制度についてですが、12

歳から18歳までに拡大されるということで、他市

と比べますと本当に本市は若干おくれておりまし

たので、大いに評価をしたいと思うところでござ

います。 

  そんな中で、市単独としましてどれだけの費用

がふえるかをちょっとお聞かせいただきたいと思

います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 高校生まで拡大し

て、どのぐらい助成金額がふえるかということで

ございますけれども、今までざっくり中学生だっ

たら2,000万ぐらい、高校生も同じぐらいかなと

いうことで今までお答えをしてきましたけれども、

今回このような制度で、ただし、先ほども言いま

したように、自己負担につきましては2,000円と

いうことで設定をさせていただきましたので、こ

れでいきますと、今回当初予算でお出しをしてお

りますけれども、扶助費につきましては2,500万

ちょっとぐらいということで見込んでおります。

事務費を含めまして─事務費といいますのは支

払基金等の審査手数料ですけれども、それも含め

まして3,000万というふうな見込みでございます。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 2,500万ぐらい負担増に

なるということで、本当に財政が厳しい中で、本

当にありがたいということで感じております。 

  そんな中で、７歳以上に対して現物給付されま

すと、先ほどの答弁で、利用者の窓口負担の軽減

や利便性の向上を図ることができるが、１億円を

超える負担増が見込まれるということで、現物給

付は難しいという答弁でございました。そんな中

で、15歳まで、中学生まで現物給付にすると幾ら

ぐらいの負担増になるか、ちょっとお聞かせいた

だきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 現物給付の導入に

伴ってどのぐらい持ち出しがふえるかというふう

なご質問でございます。 

  まず、先ほど市長から答弁を申し上げましたけ

れども、県の補助が現物給付の部分については、

これもともと県の制度ですので小学生までですけ

れども、２分の１だったのが４分の１になってし

まうと。さらには、現物給付となりますと、一部
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自己負担500円いただいておりますけれども、こ

の分もなくなるということになります。 

  それから、国保のほうの国庫支出金、これの減

額、俗に言うペナルティーですね、こちらが８割

から７割になってしまうということでございまし

て、先ほど１億円を超えると市長のほうで答弁を

申し上げましたけれども、こちらは高校生まで含

んだシミュレーションをしているものですから、

そこでいきますと１億1,000万というふうな数字

が出ております。中学生にしますと……、ちょっ

と合算でしか出していないものですから、申しわ

けございませんが、即答はちょっとできません。

申しわけございません。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） いずれにしましても厳し

い財政の中でかかるということでございますが、

少子高齢化、少子化の対策としまして子育て支援

の中の一環で、ある程度、今現実を見ますとやむ

を得ないのではなかろうかという点もございます

ので、よろしくお願いしたいと思っております。 

  そんな中で、日光市また佐野市、佐野市は私ど

もより議会が早く開かれておりまして、一般質問

の中で佐野市の市長が、４月から15歳まで現物給

付として制度の拡充を図るということで新聞にも

載っておりました。そういった事例もございます

ので、先ほど来利便性も高くなりますので、子育

て支援というものも含めまして、本市においても

15歳まで現物給付としての余地は十分あるかと思

いますので、その点についてもう一度確認をさせ

ていただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 現物給付の対応と

いうことで再度要望といいますか、ご質問いただ

きました。 

那須塩原市につきましては、これもともと、先

ほど言いました県の制度でございまして、県では

３歳までが現物給付ということでございます。そ

れを超えてやった場合には、ペナルティーなり、

補助金の減額という対応ということでございます

が、そのような中にありましても、那須塩原市と

宇都宮市は小学校へ上がるまでは３歳を超えても

必要だということで、県内ではいち早く現物給付

にして、そのときにペナルティー等も受けておる

わけですけれども、そのときの考え方でいきます

と、やはり小学校へ上がる前のお子さんについて

は、それなりに病気にかかっている率も多いだろ

うということで、その部分は必要だよというふう

な判断をさせていただいていたと。 

その上のお子さんにつきましては、前にもお答

えしたかと思いますけれども、特に内科医、小児

科医の医師会の先生方からも、コンビニ受診化に

もつながってしまうということで、慎重にという

ふうな意見等もいただいておりました。そのよう

な考え方で今までもやってきたということで、こ

ちらについては検討課題の一つというふうに、現

在もとらえているところでございます。 

○議長（君島一郎君） 質問の途中ですが、ここで

10分間休憩いたします。 

 

休憩 午前１１時００分 

 

再開 午前１１時１０分 

 

○議長（君島一郎君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 

─────────── ◇ ─────────── 

 

◎発言の訂正 
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○議長（君島一郎君） ここで総務部長より発言が

あります。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 大変申しわけございま

せん。先ほどの答弁の中で公共施設の除染が25年

度ですべて終了するということでお答え申し上げ

ましたけれども、くろいそ運動場とかにしなすの

運動公園、体育センター等は、除染は実施するわ

けでございますけれども、一部、にしなすの運動

公園のソフトボール場、三島体育センターの野球

場、サッカー場、くろいそ運動場のサッカー場、

それと、くろいそ運動場の補助球場、それと青木

サッカー場、この５つにつきましては26年、27年

の中ですべて終了するという予定でございます。

訂正をさせていただきます。 

 

─────────── ◇ ─────────── 

 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 子育て支援は、市長公約

の一つであります子育て支援実現のために、医療

費助成の充実は欠かすことのできない施策の一つ

ではなかろうかと思います。いろんな課題はあろ

うかと思いますが、15歳までの現物給付となりま

すよう要望し、次の質問に入りたいと思っており

ます。 

  ２、再生可能エネルギーの利活用について。 

  平成25年度の主要事業の中、「自然と共生する

まちづくり」において、太陽光発電の設置補助、

市民ファンドを活用した普及事業への支援等に加

え、その他の再生可能エネルギーの利活用につい

て研究を進めるとあることから、以下の点につい

てお伺いをいたします。 

  ①太陽光発電システム設備補助の実績と課題、

平成25年度の見込みをお伺いいたします。 

  ②平成25年度には市民ファンド活用による太陽

光発電装置普及事業への取り組みが開始されるよ

うですが、現在市が想定している概要と今後の展

望をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 太陽光発電システムの設

置補助の実績と課題、あるいは平成25年度の見込

みについての質問に順次お答えいたします。 

  平成24年度における太陽光発電システム設置費

補助金については、平成25年２月末における交付

決定は407件で、交付金額は4,535万1,000円とな

っております。 

  太陽光発電装置を設置した家庭からは、毎月、

定期報告書が提出されます。報告書は、発電電力

量、売電電力量、購入電力量を確認して記載する

ことになるため、節電を結果として意識する人も

多いと思いますが、さらなる節電と省エネを意識

づけるための周知・啓発活動が課題であると考え

ております。 

  平成25年度における補助の見込みは、買い取り

価格がことしよりも低い水準になる場合は、希望

者が若干減少することも考えられるため、当初予

算においては300件分の予算を現在計上してあり

ます。 

  ②の市民ファンド活用による太陽光発電装置普

及事業の概要と今後の展望についてもお答えいた

します。 

  これまで日本のエネルギー政策は化石燃料や原

子力に依存してきました。20世紀後半から地球温

暖化が徐々に進行したことから、1997年に温室効

果ガス排出削減の数値目標を盛り込んだ京都議定

書が採択され、温暖化対策の一つとして再生可能

エネルギーへの転換の研究が進められてきました。

さらに一昨年、東日本大震災に起因する東京電力



－76－ 

福島第一原子力発電所事故が起こりまして、それ

を機に、中央集中型から地方分散型エネルギーへ

のシステムの転換の気運が一気に高まってきてお

ります。 

  市民ファンドを活用する太陽光発電装置の普及

事業は、広くさまざまな形で市民が協力し、地域

に分散する再生が可能なエネルギーの創出と利用

を行う、新たな仕組みの一つとして考えておりま

す。 

  市民ファンドを活用する太陽光発電装置普及事

業の概要でございますが、太陽光発電装置の設置

事業者、設置を希望する市民、設置工事を行う電

気工事店、市民ファンドの組成を行うファンド事

業者、市民ファンドに出資する市民、金融機関と

いった市民がそれぞれの立場で参画することで成

立する民間事業を想定しております。 

  市は、広報紙等による周知活動を通しての支援、

また設置事業者になろうとする法人等の立ち上げ

の支援、必要に応じ財政面での支援でかかわって

いくことになります。 

  市民ファンドの活用による太陽光発電装置設置

事業のこれからの展望については、初めに再生可

能エネルギーの創出と利活用がなぜ必要か、市民

ファンドを活用する太陽光発電装置設置事業とは

どのようなものかを、広く市民に周知・浸透する

必要があります。市は、そのための施策を新年度

の早い時期から実施し、その後に設置事業者が設

立され、太陽光発電装置の設置募集が開始される

ものと考えております。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） それでは、順次再質問を

させていただきたいと思っております。 

  先ほどの答弁で、24年度の太陽光発電システム

設置補助金、２月末までに407件、金額ベースで

4,535万1,000円という答弁がございました。６月

の補正予算で2,000万円が初めてこの太陽光発電

補助金が計上されまして、その中で166件分、そ

して、その中で９月の議会において、たまたま私

がそういった市民の要望が多いという中で予算要

求の中で、９月補正で3,240万円、約2,700件分が

計上された経緯がございました。 

市民の需要にも対応していただいて本当にあり

がたく思っておりますが、まだ１カ月残っており

ますので、この１カ月間の申し込み状況がわかり

ましたら、ちょっとお聞かせいただきたいと思い

ます。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 残すところ１カ月

を切っておりますので、事業補助の条件といたし

まして、年度内に事業を完了することということ

になっております。したがいまして、３月に入り

ましては非常に少ない件数になってきているとい

うことで、今ちょっと３月の実際の数字は持って

おりませんが、２月までのような状況ではなくな

ってきているということです。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） 数字的にはまだはっきり

していないということでございますが、そんなに

大きくは見込めないということでございましょう。

大体合計で5,240万円が計上されておりますが、

それらの予算金額がすべて消化されるという理解

でよろしいのかどうか、ちょっと聞かせていただ

きます。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 若干残るような感

じになると考えております。 

  以上です。 
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○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） はい、了解いたしました。 

  そんな中で、平成25年度は、先ほどの答弁で

300件分、１戸当たり12万でございますので3,600

万円が計上されております。昨年度は5,000万強

でございますので、昨年に比べると少ない補助金

額ではないかと思いますが、そんな中で申し込み

が多くなった場合には補正予算措置を考えている

のかどうかお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 買い取り価格のほ

うが今後どのように決まってくるかによって進み

ぐあいというのも大きく左右されるかなというこ

とで、今回このような当初予算の要求をさせてい

ただいたわけですが、進捗状況の中で、申込者が

非常に多いということになれば、そのときは財政

とも相談させていただきたいというふうに担当部

局のほうでは考えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） そういった中で検討させ

ていただいて、よろしくお願いをしたいと思って

おります。 

  最後の質問となりますが、市民ファンド活用に

よる太陽光発電装置普及事業、広くさまざまな形

で市民が協力し、地域に分散すると。再生が可能

なエネルギーの創出と利活用を行うんだと。新た

な仕組みの一つと考えた太陽光発電装置の設置事

業者、設置を希望する市民、設置工事を行う電気

工事店、市民ファンドの形成を行うファンド事業

者、ファンドに出資する市民、金融機関等がそれ

ぞれの立場で参画することで成立する民間事業を

想定しているんだということで答弁がございまし

て、聞いていても本当にはっきりイメージがわい

てこなかったというのが現実ございます。 

  そんな中で、今回、25年度の予算に委託料

1,000万が計上されておりますが、この1,000万の

内容についてお聞かせをいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 議員もおっしゃら

れましたとおり、この事業について一言で説明す

るということは非常に難しいし、また中身的に一

つ一つ理解していくということも、非常に大変な

ことだと思います。しかしながら、すべての市民、

個人の市民だけではなくて、企業もそうですし、

いろんな団体の方もそうですし、いろんな立場の

市民の方が理解を深めていっていただかないとで

きない事業だというふうにとらえております。 

  そのための市民全体での勉強会、それから研修、

その他さまざまな方式によって理解を深めること

がまず第一だと思っています。そのための予算と

いうことで1,000万円という金額を出させていた

だきましたが、その中身については、形態として

はコンサルの業務委託という形になるかと思いま

すけれども、中身としては、まずこういった事業

に非常に詳しい方がつき切りでと言ってはあれで

すけれども、そういったようなイメージでかかわ

っていただけるような、そのようなことを考えて

おります。 

  したがいまして、1,000万円の積み上げていっ

た中身ということについては、ほとんどが人件費

というふうな、それプラス具体的にいろいろな講

座であるとか、研修であるとか、そういったよう

なものを開催するための費用ということになるか

と思います。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） るる今、部長に初めて説
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明を聞いて、この1,000万というものがどう利用

されていくかというのがわかりました。初めの直

感では、ファンドの種銭にでもするのかなという

ふうな感じもちょっと見受けられるような感じも

したものですから、中身について人件費等々で、

そういったファンドの勉強会とか、いろんなシス

テムを構築するための勉強会に使うんだというこ

とで今お聞きし、少しは理解をさせていただいた

ところでございます。 

  そんな中で、この間全協の席で、この「市民フ

ァンド活用による太陽光発電装置普及事業イメー

ジ」という表をいただきました。まさに市役所が

左にありまして、真ん中に太陽光発電装置設置事

業者、そして工事業者がございまして、右側に、

最終的には太陽光発電装置設置希望市民、これは

那須塩原市に在住している市民が設置を希望し、

太陽光発電をつけるんだということで。 

そして、そのお金を市内の市民の投資家を募っ

て、その募るのには、ファンド会社がその太陽光

発電の設置事業者と一体となった取り組みをし、

市民の応募が余りにも少なかった場合には金融機

関からの借り入れ等々、金融機関の出資とか、そ

ういったものがあるんだということで、いろんな

方の連携が深まって初めてこのファンドができる

のではなかろうかと、こう理解をするところでご

ざいますが。 

そんな中で、この太陽光発電装置設置事業者、

この方が一番私は重要なポイントを占めるんでは

なかろうかと思っておりますが、こういった方は

那須塩原市に存在する事業者があるのかどうか、

ちょっとお聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 現在あるかとおっ

しゃられれば、実のところないということで、今

後、先ほど申し上げましたような勉強会とかを通

じた中でこういった志を持っている方々がこうい

う事業体を立ち上げていただけると、それを目指

してこれから頑張っていきたいというふうに考え

ております。必ずそういう方がいらっしゃるとい

うふうに私どもは信じてやっているところでござ

います。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 14番、中村芳隆君。 

○１４番（中村芳隆君） これからしっかりと検証

し、そういった事業者が出てくるのではなかろう

かといった希望的観測みたいな話もございました

が、そういった方がこれまさに本市にいて、やっ

ていただければこれ一番ありがたいと、こう思っ

ているところでございますが、そんな中で、やは

りこれ市民のお金を投資する形で預かるわけでご

ざいまして、これ一口幾らとかという、まだまだ

これからも勉強会をやって、皆さんで立ち上げて

いくんでしょうから、１万とか10万とか50万、

100万といった出資の金額を決めてされていくと

思っております。 

  そんな中で、こういう本当に市民を巻き込んだ

新しい事業でございますので、成功させていただ

きたいと、こう私も常々思っておりますが、やは

り市民のお金を利用するわけでございますので、

太陽光発電装置事業者がまさに信頼ができ、信用

がある、間違いない会社ですよということが持続

される企業がこういったものを立ち上げていただ

ければ、これ市民の皆さんが安心して投資できる

わけでございますが、本当にこの時代、リーマン

ショック以降不安定要素が続いております。きの

うまで元気だった会社が来年はわからないという

ような時代、不測の事態にも陥りますので、やは

りそういった面は、こういった事業展開には、こ

の中心となる太陽光発電装置設置事業者、ファン



－79－ 

ド会社、そういったものが長期的にこの那須塩原

市で活躍できるんだという信用度の深い企業があ

らわれてくるのを私も願っておりますし、そうし

ていただければと思っております。 

  最後になりますが、市民のファンド、まさに市

民との協働による新たな仕組みの事業であります

ので、市民が安心して参加できるよう、十分な説

明と理解を得られるよう、慎重に進めていかれま

すようお願いを申し上げまして、私の本日の質問

を終わりたいと思います。 

  ありがとうございました。 

○議長（君島一郎君） 以上で柔仁会の会派代表質

問は終了いたしました。 

 

─────────── ◇ ─────────── 

 

◇ 吉 成 伸 一 君 

○議長（君島一郎君） 次に、公明クラブ代表、27

番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 公明クラブ会派代表質問

を行います。 

  １、平成25年度市政運営方針について。 

  昨年12月に行われた衆議院選挙により民主党政

権から自民党と公明党による連立政権へとかわり

ました。自公連立政権の大きな課題の一つがデフ

レからの脱却です。新政権の誕生当初から市場が

反応し、円安・株高へとよい流れを示しています。

新政権への期待のあらわれでもあります。 

  さて、阿久津市長就任２年目を迎え、行政課題

への取り組みに対し真価が問われる年となります。

以下について伺います。 

  ⑴個性豊かな町への変革を実現するため、変革

の第一歩、変革のスタートラインと位置づけたと

ありますが、個性豊かなまちの具体的な姿をお聞

かせください。 

  ⑵「入るを量りて出ずるを為す」との中国の故

事を挙げて財政運営の考え方を示しましたが、具

体的な計画をお聞かせください。 

  お願いいたします。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君の質問に

対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 公明クラブ吉成伸一議員

の代表質問にお答えいたします。 

  まず、平成25年度の市政運営方針についての⑴

個性豊かなまちの具体的な姿についてお答えいた

します。 

  私は、すべての自治体にそれぞれ個性があり、

本市は他に類のないすぐれた多くの資質を有して

いる市と自負しております。例えば、交通の利便

性あるいは業界をリードするすぐれた技術を誇る

工業、生産性を一層高めることのできる農林業、

自然の恵みをベースとした温泉資源や観光資源、

加えて開拓精神に培われたすぐれた人的資源など、

数え切れないほどのポテンシャルと資質を有して

いる市であると考えております。 

  公約の中で「個性ある市政の実現」という言葉

を使いました。私は、先ほど申し上げました本市

の持つポテンシャルを引き出し、また資源を活用

した市政運営を行うことにより、県内や近県には

ない市民の皆様が「このまちに生まれてよかった、

このまちに住んでよかった」と実感できるまち、

そういうまちをつくるのが個性豊かなまちだと考

えております。 

  具体的な姿については、このたび上程いたしま

した平成25年度当初予算に計上した多くの事務事

業が着実に実施されることで実現されるものと考

えております。 

  財政運営の具体的な計画についてもお答えいた

します。 
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  本市は、合併以来、合併特例債や地方交付税の

合併算定替えなど財政的な優遇措置の恩恵を受け

る一方、健全な財政運営に努め、より安定した財

政基盤を確立してまいりした。このため、東日本

大震災以降の非常に厳しい財政運営状況の中にお

いても、財政調整基金の一時的な取り崩しなどに

より、喫緊の課題である災害復旧事業、放射能対

策事業の実施、また、そのような中においても、

数々の政策的事業を実現することが可能であった

と考えております。 

  しかしながら、平成27年度からは地方交付税の

優遇措置が逓減を迎えることに加え、少子高齢化

による納税人口の減少などにより、これまで以上

に歳入確保が困難になることが予想されます。 

  このような状況において、放射能対策など避け

て通ることのできない喫緊の課題や、私の公約に

基づく市政の変革を実現していくためには、この

故事にあります「入るを量りて」、いわゆる歳入

の確実な見込みを立て、これに基づいて事務事業

の選択と集中による効率的で効果的な執行「出ず

るを為す」ことが非常に重要であり、私の財政運

営の基本的な考えとして発表しております。 

  このような考えのもと、市税収納強化など自主

財源の確保や国県補助金等の積極的な活用に努め、

喫緊の課題である放射能対策事業や防災対策事業

の実施、こども医療費の対象年齢拡大などを実施

するほか、枠配分予算による経常経費の削減など、

確保した財源の中で最大の効果を上げるよう努力

してまいります。 

  また、以前にお示しいたしました中・長期的財

政見通しに沿った持続可能な財政基盤の確立と健

全財政の運営に努めていきたいと考えております。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） それでは、再質問を行い

ます。 

  まず初めに、ただいま市長から答弁をいただい

た本市の持っているいろんな資源等、人も含めて

ということでありましょうが、ポテンシャルの高

さというお話がありました。私も全く同感であり

ます。 

ただし、それをどう活用していくかというのが、

もちろんこれは行政の最も大切な、また大きな使

命の一つだと思うんですが、そこでお伺いをいた

しますが、去年の３月に総合計画の後期計画が今

後５年ということで、新たに策定を見たわけであ

ります。 

その中身を見ると、前期と大きく変わるところ

はないわけですね。今回も、この後の主要事業の

中で、それぞれ７つの柱について運営方針の中で

述べられているわけでありますが、ここで私がち

ょっと気になったのは、市長の公約の「個性ある

市政の実現」「個性豊かなまち」、そのように非

常に強調されているということを考えると、果た

して総合計画後期計画と市長の考えるまちづくり

との差異というのは全くないのか、そこについて

改めてお聞かせを願いたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（渡邉泰之君） 後期の総合計画のほうと

市長のほうの市政の姿勢に関してのそごなりがあ

るかというような話でございますけれども、その

点については、昨年、市長、私も含めまして企画

部のほうと、選挙後チェックをしたわけでござい

ますけれども、基本的には、大きな方針では変わ

っていないだろうと。 

そういう意味で、とはいえ、具体的にそごがあ

るような部分があれば、後期計画も必要に応じて

修正していくというようなことを、後期計画を決

定するに当たっては一文入れておいたところでご

ざいます。 
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  その後、実際に選挙公約に基づいて具体的に各

種の政策を実行してきているわけですけれども、

その実行をするに当たっては、必ず後期計画との

整合性は見てきているところでございます。今の

ところは全くそごは出ていないということで、大

きな方向性は引き続き維持していきたいと。 

  ただ、今後、具体的に市長の意向を受けて何ら

かの形の政策を実現しようとしたときに、仮に後

期計画がずれているというような部分があれば、

そこは見直しをして、議会のほうにもお諮りした

いと考えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 大きなそご、差はないと

いうお話でした。そんな中で、前期と後期の中で

比較すると、７つの施策の部分でいえば多少の違

いはあったわけですね。 

例えばですけど、１の自然との共生のまちづく

りが４施策だったものが５施策に変わっています

し、それから、快適で潤いのあるまちづくりでは、

追加修正ということで１施策の移動もありました。

また、５番の活力を創造するまちづくりでも、１

施策の追加があったわけですね。７については移

動していますので数としては同じですけれども、

それらは今、副市長が答弁された、市長の考えの

もとに変更されたという理解でよろしいんでしょ

うか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） 前期計画と後期計画の

改定の違い等につきましては、後期計画を策定す

るに当たって住民ニーズ、その他もろもろの検討

を加えた中で、後期計画においては前期計画の組

み立てと若干変えたというところでございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 今の部長答弁は、市長の

考えを入れたという部分も含まれているという理

解でよろしいんですね。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） そういうふうなことで

ご理解いただいて結構です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） それでは、⑵に移ります。 

  今回示された財政運営の考え方ということで中

国の故事を例に挙げながら、先ほどの答弁のよう

なお話をいただいたわけですが、これは昨年の３

月の代表質問の中でも私触れたんですけど、やは

り健全な財政運営を行っていく指標として何をと

いうことで、最後に先ほど市長が述べられました

中・長期財政見通し、これを柱に据えて行ってい

っていますよということであったわけです。これ

を見ると、シナリオ３パターンということで示さ

れているわけですね。 

  その中で、中間シナリオに沿って進めるという

のが基本的な考えだということを昨年示されてい

たわけですが、今回数字を見ると、放射能対策事

業というのがぼんと来ていますので、これに関し

ては自主財源というのはわずかですので、多くは

当然国からの補助で賄われるということになって

いますので、その部分を引くと、総額として410

億ぐらいのものになると思うんですが、そうする

とこれは、どちらかというと積極投資型のシナリ

オに近いんじゃないかと私は感じたんですが、そ

の点はいかがでしょうか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 基本的にシナリオ、先

ほど議員がおっしゃいましたように３パターンあ

るわけでございます。市の基本的な考え方として
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は、昨年申し上げましたように、中間型のシナリ

オということで進めております。見た目で積極に

見えるかもしれませんけれども、この基本的なス

タンス、中間型シナリオでいくという考え方は踏

襲をしております。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） そうすると、一般会計の

総額、それから特に気になるのは市債の発行高と

なるわけですけど、その２つを見ると、中間型と

はちょっと思えない数字だなという私は気がする

んですが、当然それらのシミュレーションをしな

がら今回の予算立てというのはしているわけです

よね。そうすると、間違いなくこれは積極型に近

いけど中間型のシナリオだという理解でよろしい

わけですか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） そういう理解で結構で

ございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 多少、私の理解とはちょ

っとの差があるような気はいたしますが、そうで

あれば、当然わざわざこの「入るを量りて出ずる

をなす」という、先々まで考えた入るものと出る

もの、計画を立てるということで故事を用いたわ

けですから、中・長期財政見通しを簡単に変える

ということはあり得ないと思うんですね。当然、

中間型のシナリオで進んでいるんだということで

あれば、それはそれでわかりました。 

  また、先ほどの答弁の中にありましたが、その

事務事業の選択と集中、入るものが決まってくる

わけですから、それに対してしっかりと事務事業

を選択して集中させるということでありますけど、

改めてお伺いしたいのは、この事務事業の集中と

選択ということでは、やはり物差しとなるものは

行政評価システムが大いに関係してくると思うん

です。 

それで、これは平成24年度の事務事業評価シス

テムの中で対象になった事業として192件、その

うち有効性見直しに余地があるという事業が112

件、それから公平性に見直す余地があるという事

業が７件、そのほかにも効率性に見直しの余地が

あるという事業で34件とこうなっているわけです

けど、これらについては今回の予算の中でどのよ

うに生かされてきたのか。大まかで結構ですので、

お話をいただければと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 当然、行政評価システ

ムというものを実施しているわけでございますの

で、それに基づいた予算編成というものが考えら

れます。そういった中で、各部課におきましては、

それらのシステムの評価等を行った上で予算要求

を行うと。それらに基づいて、当然実施計画とい

うものが大きなベースになってまいりますので、

それらを勘案しながら予算づけをしたという状況

でございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 何か一つでも結構ですの

で、具体的に、この事業についてこのような見直

しをして、このような予算づけになったというよ

うなものがあれば、お示ししていただければと思

います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 大変申しわけございま

せん。いろいろ事業としてはあるわけでございま

すけれども、そういう中でも市民生活、住環境の

整備という位置づけで再生可能エネルギーの推進

事業等はそれに当たるのかなという認識は持って
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おります。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 了解をいたしました。 

  この項の最後に、今回、市長が中国の故事「入

るを量りて出ずるを為す」ということで運営方針

の中で述べられたわけですが、日本では財政再建

ということでは、江戸時代の上杉鷹山が非常に有

名なわけですけど、市長がこの故事を用いた最大

の理由をお聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 「入るを量りて出ずるを

領す」、これ私、言葉として覚えていて、記者会

見の席でしゃべってから詳しく調べてみました。

言葉を知っていたと。調べてみたら、礼記ですか、

中国の故事の一節で、日本では米沢藩の上杉鷹山

が、相当時代がたってから藩財政の建て直しとい

うことで、盛んにこの言葉に基づいて財政の建て

直しを図ってきたと、こういうものがとっさに頭

に浮かんでお話しした内容でございます。 

  特に、この市の財政についても健全な財政を維

持しているかというのは常に頭にあることであり

ますが、具体的に一つか二つ挙げて申し上げると、

やっぱりみずからの給与カット、こういうものも

別に積極的に入るをはかったわけではありません

が、これらについては相当のお金が、結果として

市の歳入に組み込まれている。 

あるいは市の各種の契約に当たりまして、一つ

の契約で、例えば公平と思われる競争入札を導入

したことで、昨年の暮れには一つの入札で５年間

の委託ですけど15億5,000万浮いたと。これ１年

に直すと３億1,000万、こういうのも浮いた計算

になっておりますし、あるいは間接的ですけれど

も、消防本部合併、これらについても相当の金額

が合併することによって浮いてくると、こういう

ことは積極的に入るをはかったということではあ

りませんが、結果としてはお金を相当浮かしてき

たということにつながっております。 

  そういう意味で、これからも、また吉成議員の

後の質問でも、どういうところでどんな工夫をし

たかというのを若干触れたいと思いますが、現在

までは、できるだけ入るをはかる方向、出るを領

すという言葉の中には、非常に細かいですけれど

も、子どもたちの医療であるとか、あるいは小さ

いことでは、保育園に全部エアコンを入れようと、

お昼寝ができない。こういうのも小さいことです

けれども、やらせていただきますし、あるいは厚

生省の認可外になっている水痘、おたふくかぜ、

Ｂ型肝炎、これらについても相当の補助をしてや

っていただく、これは医師会の協力がないとでき

なかったものですから、協議がまとまった順にそ

ういうものをさせていただいております。 

  ここに紙があるんであれですけど、あんまり詳

しくお話ししても繰り返しになりますので、そん

な大きな方針のもとに、そして、できれば常に比

較対象して見ているのは、全国の類似市と本市が

どこで違っているか、どこで長所があるか、どこ

が弱いか、こういうところを常に43の市と比較対

象しながら、もう絶対健全な財政を築くと、こう

いう決意の中で日々精進させていただいておりま

す。 

  こんな答弁で答弁になったかどうかわかりませ

んけど、よろしくお願いします。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） この故事を通した市長の

思いが、こんな答弁と言われましたけど、しっか

り伝わりました。了解をいたします。 

  それでは、次に移らせていただきます。 

  ２、平成25年度の主要事業について。 

  第１次那須塩原市総合計画の後期計画の基本政
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策である７つの柱の「自然と共生するまちづく

り」から「創意と協働によるまちづくり」より伺

います。 

  ⑴市民ファンドによる太陽光発電事業のメリッ

ト、デメリットについて伺います。 

  ⑵「快適で潤いのあるまちづくり」の中で、防

災士養成事業が予算化されました。防災士の活用

について伺います。 

  ⑶デマンド交通の導入については、ゆ～バスと

の連携により運行されますが、これらの利用者と

経費の比較はどうか。また、高齢者外出支援タク

シー料金助成事業の廃止が発表されましたが、本

市の考え方を伺います。 

  ⑷「健やかに安心して暮らせるまちづくり」の

中では、こども医療費助成の拡大、新たな３種類

の予防接種の実施、不妊治療費助成額の拡大、そ

れぞれの考えを伺うとともに、不育症治療の助成

の考え方を伺います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 市民ファンドによる太陽

光発電事業のメリットとデメリットについてお答

えいたします。 

  事業は、設置事業を行う市民、設置を希望する

市民、事業に出資する市民の３者が参画・協力し、

そこに市が支援を行うことで成り立つ事業だと思

っています。 

  メリットとしては、太陽光発電装置の設置資金

が調達できない市民でも装置の設置ができること、

借家等の利用により、物理的に設置をできない市

民が投資という形で再生可能エネルギーの創出に

参加できること、また、設置事業者は新しい形態

で事業展開ができること、市民がそれぞれの立場

で再生可能エネルギーの創出と利活用について、

その必要性について認識を深めることができるこ

と、普及事業としての仕組みが構築できること、

こういうことがメリットにあると思います。 

  一方、デメリットとしては、装置の設置希望に

対し、それに見合った出資を集めなければならな

いこと、品質にすぐれた装置を安価に調達しなけ

ればならないことなど、事業経営に当たってはさ

まざまな工夫が当然必要になってまいります。 

  また、⑵の防災士の活用ですが、平成25年度の

新規事業として実施を予定しております防災士養

成事業については、災害に強いまちづくりを進め

る上で必要不可欠である地域防災力の向上を目指

し、市民を対象として防災士を養成し、地域にお

ける防災リーダーの育成を推進するために行う事

業であります。 

  このため、まずは地域防災のかなめとなる自主

防災組織の結成を促進し、この中から防災士を養

成した上で、防災意識の高揚を図るとともに、地

域における防災訓練や防災研修あるいは災害時の

被害拡大の軽減や、被災者支援の活動において習

得した知識を十分に発揮し、率先して防災活動に

取り組んでいただくことを期待している事業であ

ります。 

  ゆ～バスのこれまでの利用者と経費の比較はど

うかということについてもお答えいたします。 

  平成24年度の利用者総数は13万3,000人、前年

比で5,300人、4.2％の増を見込んでおり、当初か

ら比べると路線全体としては伸びていますが、経

費については、総事業費8,338万7,000円、料金収

入が2,199万4,000円で、収支比率で26.4％、市の

補助額が6,139万3,000円で、補助率では73.6％と

見込んでおり、おおむね事業としては横ばい傾向

となっております。 

  しかしながら、路線ごとに見ると利用者が著し

く少なく、今後においても増加を見込むことが困

難な路線があり、ゆ～バスの将来にわたった持続
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可能な運行の確保、並びに利用率の低い路線、沿

線の市民の交通手段の確保を図るため見直しを行

ってきました。その結果、ゆ～バス路線の一部を

デマンド交通に置きかえ、それによって余裕ので

きたバス車両を市街地に配置し、新路線を導入す

るとともに、鉄道、民間バス、タクシー事業など

他の公共交通事業との連絡を改善することにより、

利便性の向上を図ることといたしております。 

  加えて、これまでの公共交通の空白地域にデマ

ンド路線を新設し、郊外における利便性の向上を

図る予定でもあります。 

  なお、デマンド交通については、定時定路線の

運行を考えております。 

  今後、具体的な運行経路、運行時刻等について

那須塩原市地域公共交通会議に諮り、２年間の試

行期間として、10月１日に運行を開始いたします。 

  試行期間については市民のご意見、利用状況等

を勘案して柔軟に見直しを行い、よりよいシステ

ムに育てていきたいと考えております。 

  ゆ～バスとデマンド交通をあわせた半年間の全

体計画では、利用者数10万5,600人、事業費9,034

万8,000円、市の補助金は6,427万1,000円を見込

んでおり、市の負担分についてはデマンド料金設

定によって変更する場合もあると見通しておりま

す。 

  次に、高齢者外出支援タクシー料金助成事業の

廃止の考えにつきましては、高齢者人口の増加に

鑑み、現行制度では、財源の確保とともに、多額

の財源を投入することに市民の賛同を得ることが

難しい状況であり、これまでタクシー券を利用し

にくかった地域の高齢者に対する足の確保を含め、

従来のゆ～バスにデマンド交通を加えた新しい公

共交通システムを契機に見直しを行おうというも

のであります。 

  こども医療費助成の拡大、新たな３種の予防接

種の実施、不妊治療費の助成額の拡大についての

考え方と、不育症治療の助成についてお答えいた

します。 

  まず、こども医療費助成制度の拡大につきまし

ては、先ほど柔仁会、中村芳隆議員にお答えいた

しましたとおり、市単独事業として助成対象年齢

を12歳から18歳までに拡大することで子育て支援

の充実を図るものです。 

  新たに予防接種の実施につきましては、子ども

感染症の罹患と重症化を予防するため、国が広く

接種を促進することが望ましいとして定期化を検

討している予防接種のうち、平成25年度の実施が

見込まれない水痘、おたふくかぜ、Ｂ型肝炎の接

種費用の一部を助成し、接種率の向上を図ってま

いりたいと思います。 

  次に、不妊治療費助成額の拡大については、高

額な不妊治療費の助成額の上限を20万円から30万

円に引き上げることで、安心して治療を受けられ

る環境を整備し、少子化対策の推進を図ってまい

ります。 

  不育症治療の助成についてですが、不育症治療

は、原因がはっきりしているものは保険適用とな

り、保険適用外については原因が不明で、効果的

な治療法が確立されていないケースが多いことか

ら、現在のところ市として公費助成を行う考えは

ありません。 

○議長（君島一郎君） 質問の途中ですが、昼食の

ため、休憩といたします。 

  午後１時に会議を開会いたします。 

 

休憩 午後 零時０６分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（君島一郎君） 休憩前に引き続き会議を開
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きます。 

  27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） それでは、初めに市民フ

ァンド、太陽光発電事業のメリット、デメリット

ということで答弁をいただきました。この件に関

しましては、先ほどの中村議員の会派代表質問の

中でかなり触れていましたので、大まかわかった

わけですけど、今回のこの市民ファンドに関して、

参考にした事例はあるんでしょうか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 最も参考にしたと

ころは長野県飯田市の「おひさまファンド０円シ

ステム」というのがありますので、そちらのほう

を参考にさせていただきました。 

  それとあと、今年度になってから京都市等でも

このようなシステムが始まったというようなこと

で、その辺も若干参考にさせていただいておりま

す。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 日本発のファンドという

ことで、現在の名前は「南信州おひさまファン

ド」ということで長野県飯田市は行っているわけ

ですね。これを私もちょっと調べてみましたけど、

今回全協で示された「本市の市民ファンドの活用

に関する─」このイメージと比べると、同じも

のではないので比べるのはちょっと難しい気はす

るんですけど、やり方はちょっと違うような気が

するんです。一番のこの違いというのはどこにあ

るかお聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 長野県のおひさま

ファンドについては、設置事業者というふうに私

どもが今名前をつけているところと、ファンドを

組成する会社とが表裏一体の会社になって連動し

て動いているというところが最も違うのかなと。 

ファンド会社を一から設立するということにな

ると、金融業になりますので相当垣根が高いとい

うことで、そのものについては今回直接触れるこ

となく、事業体がどのような形でファンド会社と

契約するか、もしくは自分でつくっても構わない

わけですけれども、その辺のところを事業体のほ

うに任せるというか、そんなようなところが一番

違うところかというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） やはりおひさまファンド

の場合には歴史がありますよね。きのうきょうで

きたところではないと。国のほうのモデル事業と

してスタートしたという経緯もありますから、そ

ういった部分でいけば、今回のこのファンドに関

しても株式会社を立ち上げていますけれども、そ

れぞれが今までかかわってきた人たちが一つのフ

ァンド会社をつくっているという部分でも相当の

差があると思うんですが、それだけ成熟したとい

うところまでは行っていないでしょうけれども、

ただ、そこでの実際の業績を見ると、結構本当に

厳しいんだなというのを感じるんです。 

例えば、出資金の部分でいくと、これは３月現

在ということで、１日ということで出ていました

けど、このおひさまファンドに関して言えば３億

2,880万円、出資者の総数が353人ということにな

っています。決して多い数ではないなという気が

します。 

  それから、最もデータとしてこんなものなのと

思ったのが、実際に個人住宅、ゼロ円でつけられ

るということになっていますけれども、93カ所な

んです、93戸という表現が正しいんですかね。こ
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れらを見ると、本当に難しいんだなという気がす

るんですが、それらについてはどのように受けと

めていますか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 確かに、実際飯田

において「０円システム」で太陽光発電装置を設

置した民家の数というのは非常に少ないと。飯田

市でも、そのほかに補助制度による普及というの

を図っているというようなふうにも聞いておりま

す。 

那須塩原市においてもいろいろ調べてまいりま

すと、やはり普及促進だけを図るのであれば補助

金制度のほうが手っとり早いというようなことは

言えるのかと思います。 

ただ、この制度をあえて導入しようというふう

にした一番大きな理由といたしましては、再生可

能エネルギーを地元で地産地消といいますか、そ

ういったような思想を広めるという、そういうこ

とで市民全体が勉強して、そういう意識を高める

というような一つの手段でもあります。 

  それともう一つ、市内でお金が回る仕組みだと

いうような、市民のお金が市民の屋根に太陽光発

電を設置して、その際にかかわる工事とか、そう

いった事業者も市民の中から出てくるというよう

なことで、実際にこれまでは東電から買っていた

電気エネルギー、お金がそっちに流れていったも

のが、市内で回っていくと。そういったような一

つのモデルになるんではないかと。 

  今後、民家の太陽光発電だけではなくて、その

他の再生可能エネルギーでも、市民の中からいろ

いろなアイデアが出てきたときには、このような

仕組みを利用して発展させていくという一つのビ

ジネスモデルになるんではないかと、そんなよう

なことを考えて、太陽光発電の普及促進だけとい

うことではなく、そういったような観点からこの

事業を導入したいというふうに考えたわけです。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 私自身は大いに当然この

事業自体は期待を寄せております。ですから、ぜ

ひとも市民の皆さんに啓発啓蒙を行って、多くの

方々、もちろん市内だけじゃない対象になります

けど、多くの方に賛同を得られる事業になってく

れればなとは思っています。 

  あわせて総合計画では、28年度までにというこ

とで、太陽光発電システムを全体としては1,500

軒程度ふやしていきたいという計画が立っている

わけですね。そうすると、先ほど中村議員の質問

にもありましたけど、補助金のほうも合わせてこ

としの予算額はついているわけですけど、それは

十分に達成できるという考えなんでしょうか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） そのように考えて

おります。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） ぜひとも成功裏に進むこ

とを期待を申し上げまして、次に移ります。 

  続いては、防災士養成事業について再質問を行

います。 

  この件に関しましては、以前、同僚であります

平山啓子議員も質問をしておりました。当時質問

したときから見ると、既に全国的にはかなりのこ

の養成講座を受けて防災士の承認を受けた方々が

ふえてきているという現状があります。 

  先ほど市長答弁の中で、今回は自主防の中で中

心的な人、会長等を務めている方がまずはなって

いただくというような考えが示されたわけであり

ますけど、実際に自主防災組織が立ち上がってな
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い地域も、残念ながらうちのほうもそうなんです

けど、その一つなわけですけど、逆に、そういっ

た地域の方々の中でリーダー的な存在の方に防災

士になっていただいて、そこから今度は自主防災

組織が立ち上がっていくということのほうが、私

はいいような気がするんですが、いかがでしょう

か。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 議員がおっしゃったよ

うに、まず防災士を養成してから自主防組織の結

成というのも一つの選択肢ではあるかというふう

には思います。ただ、初めての試みでもございま

すし、特に地域の防災力の向上という観点からい

たしまして、市といたしましても、防災士の養成

とあわせて自主防災組織の結成促進というのには

十分力を入れてまいりたいというふうには考えて

はおります。 

  今回予算の中では、自主防災組織からご推薦を

いただいた方をということで計画をしております。

先ほど出ましたご意見等については、十分参考に

させていただければと思っております。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 今回の予算枠では、全協

の中でも示されましたけど90人分ということにな

っているわけですね。ですから、これはこれでス

タートとしては決して悪いことではないとは思っ

ているんですけど、やはり防災士という役割を考

えた場合には、自主防災組織、それからそこの立

ち上がっていない自治会、そしてもう一つ、学校

の先生なんかが絶対この養成講座を受けていただ

いて、仮に災害があったような場合には十分先生

方がその役割を果たせるんじゃないかと思うんで

す。そういった観点からはどのようにお考えを持

っていらっしゃるでしょうか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 今回90人をとっており

ますけれども、内訳としましては、自主防災組織

が80人、それと市の職員を10人ほど予定しており

ます。 

  今回、教職員というものは含まれてはおりませ

んけれども、教職員の防災士の取得については、

今後、教育委員会とも詰めてまいりたいというふ

うに考えております。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 全国で、１月末現在で５

万9,741名の防災士の方が認証を受けているとい

うデータが出ております。ぜひ今後も、この地域

の災害時の活動の地域でのリーダーとして大きな

役割を果たす防災士の養成を進めていっていただ

きたいと思います。 

  続きまして、ゆ～バス、それからデマンド交通

に関しての再質問を行います。 

  これらについても、先ほど答弁いただきました

ので大まかわかってはいますが、この中で、今回

ゆ～バスと、それからデマンドタクシーというこ

とになりますけど、７台運用を始めるということ

でありますが、先ほど市長のほうから、経費、そ

れから10万人を超える方の利用があるだろうとい

うご説明をいただきました。 

ただ、今まで利用された方、最初に答弁いただ

いたところでも言われていましたけれども、13万

人強の方がゆ～バスは利用されていたということ

ですね。そうすると、差し引きで３万人近くの方

が、表現がちょっと的確かどうかはわかりません

が、足がなくなる可能性があるわけですね。それ

らについての検討というのはなされたんでしょう

か。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 
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  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 現在、ゆ～バス利

用者が13万人ということで、先ほど市長の答弁の

中でゆ～バス、デマンド合わせて半年間というこ

とでお答えしていると思うんですね。25年度10月

からの予定ですので、半年間ということでちょっ

と紛らわしいご答弁で申しわけなかったですが、

１年間にすると、単純に20万人、季節にもよりま

すけれども、かなりこれ強気な増加を見込んでお

ります、逆に。ですから、できる限り市民の皆さ

んに利用をしていただきたいというような啓発の

強化も含めた上での数字ということで捉えていた

だければというふうに思います。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） ちょっと私があれですね、

半年というのを聞き逃してしまったということで

すね、じゃわかりました。20万ということであれ

ば、当然今までのゆ～バスよりも利用される方は

ふえるだろうという予想をされているということ

ですね。 

  今回、下野新聞が連載で、現在も連載されてい

ますが、その中で、デマンド交通に関する特集が

ずっと載っておりました。その中では、我々が、

まだ当市においては導入されていないことなので

非常に期待が大きかったということもあるのかも

しれませんが、他市の状況を見ると非常に、利用

客に関して言うと思ったほどの伸びがないという

ような記事が載っているわけですね。 

かなり綿密な取材を通してのああいった記事で

すから、決してそこには、そんなに誤差はないん

だろうと思うんですが、あれらの記事を通して、

執行部としてはどのような受けとめ方をされたん

でしょうか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） デマンドのシステ

ムについては、新聞の記事もそうですけれども、

何年もかけて私どもでもいろいろな市町村を視察

に行ったり、資料をいただいたりして研究してま

いりました。確かになかなかうまくいっていると

ころというのは少ないと。 

デマンドというと、どうしてもドア・ツー・ド

アのイメージが多分皆さん先に来るんだと思うん

ですが、今回考えておりますのは、ゆ～バスの路

線をデマンドに変えるというようなことで、実際、

ゆ～バス全体としてはふえているんですが、路線

によってふえているところと、ほとんどふえない、

むしろ減っているところと分かれてきております。 

それで、減っているところも大きい人数で減っ

ているんじゃなくて、最初から１日の乗車人数が

１人とか２人のところが減っているみたいな感じ

で、実際、乗客が毎日いないわけじゃないので、

そこをなくするわけにもいかない。ただし、バス

である必要はないのではないのかと。 

だから小さい車両で、なおかつ移動のない時間

帯は走らないという、需要があった時間帯のみ運

行するという意味でのデマンドというようなこと

で置きかえていきたい。そこで浮いたバスを需要

の多い市街地区域で充実させることで、むしろバ

スのほうの利便性の向上、できる限り市内の移動

についてはバスを利用していただきたいと。 

  それと、ほかの交通機関とのうまい使い方とい

うのを、市民の皆さんそれぞれ工夫していただい

て、行きたいところに行けるような形を構築でき

ていければというようなことで、今回の再編をさ

せていただいたということです。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 私、期待しておりますの

で、ぜひ利用客の増加を見るような事業になって
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ほしいなと思います。 

  それにあわせて、先ほど答弁をいただいた高齢

者の外出タクシー券に関してなんですが、先ほど

市長の答弁の中に、中にはこのタクシー券に対し

て賛同が得にくいと、賛同していない方もかなり

多いんだというような答弁があったわけですね。

私の認識とちょっと違うんですが、そこの再確認

をさせてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 高齢者外出支援タ

クシー料金の助成にかかわりまして、先ほど市長

が答弁した中で、現行制度では財源の確保ととも

に、多額の財源を投入することに市民の賛同を得

ることは難しい状況にあるというふうな答弁をさ

せていただきました。 

それにつきましては、この制度を始めて、それ

から平成22年に見直しをした中で、いろんな声を

いただいておりますが、特に市街地周辺といいま

すか、市街地から遠く離れた地域にお住まいの

方々につきましては利用がしづらいと、初乗り料

金の助成ということでございますので。 

  ただ、最初のこの制度の目的が、あくまでも介

護予防だと。閉じこもり防止ということで、とに

かく外出をしてくださいよというふうな形で始ま

った中で、地域によってはそういうふうな声が出

ていると。これは地区の民生委員協議会の中でも、

そのような声をいただいていたということでござ

います。 

  それと、もう一つは、先ほど言いましたように、

介護予防ですので、足が悪いとか、そういうこと

ではなくて、とにかく外出をしてくださいよとい

うことで、その利用目的については問わないとい

うふうなこともございまして、そのような意味で

賛同されていない声もありますというふうな意味

での答弁でございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 初期の目的と変わってき

たり、そういった利用の仕方をされている方もい

ると。ただ、それでもやはりこの恩恵を受けてい

る方々というのはたくさんいらっしゃるわけです

よね。実際に数字を見ても、交付者の数も2,600

人からいますし、それから利用枚数についても８

万弱ぐらい利用されているわけですから。そうい

ったことを考えると、やはり一挙にこの事業をな

くしてしまうというのには少し無理があるんじゃ

ないかと思うんです。 

  先ほど市長が言われました、市政運営方針の中

にある「このまちに生まれてよかった、住んでよ

かった」というこの言葉を捉えれば、やはり高齢

者に優しいまちであることがこのことにつながる

んだろうと思うんです。ですから、ぜひともこの

制度に関しては丁寧な見直しを私はしていただき

たいと、そのように要望させていただきます。 

  次の、こども医療費助成の拡大から新たな３種

類の予防接種の実施、それから不妊治療の助成の

拡大、不育症治療の助成についてに関しまして、

まず、こども医療制度に関しては、先ほど中村委

員の質問でもありましたので、よくわかりました。 

  ただ、１点気になるのは、12歳から18歳に今回

延長されるということで、大変に私もこれは評価

をしております。ただちょっとお伺いしたいのは、

2,000円の一部自己負担、この理由をお聞かせく

ださい。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 今、議員がおっし

ゃいましたように、今回一部自己負担ですね、１

カ月2,000円というふうに設定をさせていただき

ました。それまでにつきましては、ほかの市町村
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もそうですけれども500円という形で実施をされ

ていました。 

  この2,000円の考え方でございますけれども、

まずは市の単独事業でありますよということで、

今までの那須塩原市の小学生までの制度につきま

しては、県の補助ということで２分の１の補助事

業という形でございました。 

今回市が実施をするに当たりましても、市の負

担が２分の１という形で、同じような２分の１の

補助事業というふうな捉え方をさせていただきま

した。その中で、小学校６年生の23年度の実績を

もとに、全部その内容を一件一件積み上げさせて

いただきました。その中で、その自己負担を

2,000円と設定させていただくことになりますと、

ちょうど市の負担率が49％ぐらいということで、

市民と市で２分の１というふうな考え方というこ

とで2,000円の線が出てきたと。 

  それと、もう一つの考え方は、現在実施をして

います小学生までの助成の内容を見ますと、それ

が年齢が進むにつれまして、やはり先ほどのお話

じゃないですけれども、金額が大きくなったとき

に病院に行かれていると。 

特に今回見直しをさせていただいた中学生、高

校生となりますと、やはり親御さんの一番心配は、

けが等をした場合、そうなりますとレントゲン等

を撮るということで、初診も含めて2,000円、

3,000円、4,000円とかかってしまうと。その辺の

声にお応えするということもありまして、2,000

円というふうな考え方でスタートをさせていただ

いたということでございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 了解をいたしました。 

  続きまして、ワクチンのほうに移りますが、今

回、予防接種法の改正があったわけですけど、そ

の中で子宮頸がん、ヒブ、それから小児用肺炎球

菌のワクチンについては、もうこれは完全に国の

ほうで地方交付税措置をするということに決定を

したわけです。 

先ほど市長が言われた水痘、おたふく、それか

らＢ型肝炎、これに関しては一部市のほうの助成

を行うということですが、一部助成の内容をお聞

かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 国のほうで検討さ

れている経過については、今、議員がおっしゃっ

たとおりです。 

  今回の水痘、おたふくかぜ、Ｂ型肝炎につきま

しても定期接種化の話がございましたけれども、

25年度は見送られると。そのようなことから、私

どもでそれに対応しましょうという形にさせてい

ただきました。 

１つには、先ほどのこども医療費の設定を

2,000円とさせていただいた中で、それで高校生

まで対応させていただくと。そうしますと、500

円でやっていた場合には、その倍ぐらいの予算が

かかってしまうと、それを2,000円と設定させて

いただく中で、この予防接種、それから不妊治療

についてもトータルで対応していこうということ

で、子育ての支援というふうな考え方でございま

す。 

  具体的に、この水痘、おたふくかぜ、Ｂ型肝炎

の助成の内容でございますけれども、それぞれ費

用の２分の１助成ということで考えております。

これはほかの市町村、先行でやられている市町村

もすべて２分の１と。それから今まで市が任意で

実施してきた予防接種についても２分の１という

形でございます。 

  それと、実施方法につきましては、市内の医療

機関での個別接種という形で対応をさせていただ
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きたいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） よくわかりました。 

  そうすると、こども医療費助成制度がここにも

大きくかかわっているんだなということですね。

それによって不妊治療も、今まで年間20万のもの

を30万に引き上げましたということで、全体的な

子育て支援を進めていくという理解でよろしいと

いうことですね。了解いたしました。 

  最後に、不育症の治療に関しては今回見送った

というお話があったわけですけど、これは以前も

平山啓子議員も質問しているわけですけど、残念

ながら、これは全国に140万人ぐらいの患者さん

がいると。毎年３万人ぐらいずつ患者の数もふえ

ているということであります。 

今議会においては栃木市がこの不育症に関して

は助成を始めますよと、４月から始めますよとい

う新聞報道がありました。これは要望になります

が、ぜひ今後、検討課題の一つとして検討してい

っていただければと思いますので、よろしくお願

いいたします。 

  それでは、３、放射能対策について。 

  ３.11東日本大震災から２年が過ぎようとして

います。震災からの復旧・復興は迅速に進んでい

るとは思えません。本市の最大の課題である放射

能汚染からの再生について伺います。 

  ⑴これまで実施してきた放射能対策事業の検証

を行ってきたのでしょうか。あわせて新年度の事

業の考え方も伺います。 

  ⑵低線量メニューによる住宅除染の結果は出て

いるのでしょうか。除染効果が余り出なかった住

宅についての今後の対応は考えられるのか伺いま

す。 

  ⑶健康検査の結果等の管理ができる健康手帳等

の交付の考えを伺います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 放射能対策で⑴番、これ

まで実施してきた放射能対策事業の検証について

と、新年度事業の考え方についてですが、市がこ

れまでに実施した放射能対策事業のうち、除染事

業として実施した小中学校や保育園等の表土除去

において、平均で小中学校が74.2％、保育園が

56.1％の低減効果が確認されております。また、

住宅除染については、除染に先立ち試験施工を行

い、これに基づく有効な工法等について検討し、

除染を開始いたしております。 

  経済対策として実施したキャッシュバックキャ

ンペーンにおいては、成果の検証を行うためにア

ンケート調査を実施し、塩原温泉の宿泊者の６割、

板室温泉の宿泊者の５割がキャッシュバックがあ

るので宿泊したと答えるなど、期待どおりの効果

があったと考えております。 

  食品の放射性物質簡易検査では、プロジェクト

チームにおいて課題の検証を行い、検査時間や検

出下限値及び測定機器設置箇所の見直し等を行い、

市民の利便性の向上に努めております。 

  健康対策事業として、ガラスバッジによる外部

被曝測定においては、専門家による評価をもとに

保護者説明会を実施するなど、事業効果を確認し

ながら進めているところであります。 

  さらに、市内317カ所の空間放射線量の定点調

査における平均測定値は、平成23年９月が0.45

μSvであったものが、平成25年２月で0.25μSvと

いう状況になっております。 

  新年度の事業の考え方についてでありますが、

まずは平成24年度に引き続き住宅や公共施設の除

染を最優先させ、完了させる考えです。 

  次に、低線量メニューによる住宅除染の効果は

出ているのか、除染効果が余り出なかった住宅の
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今後の対応についてですが、除染効果については、

放射性物質を取り除くことにより放射性物質が減

少していることはあっても、空間放射線量の低減

については、そのバックグラウンドの影響も関係

してくることから、効果が一律とはならない場合

もありますが、一方で、マイクロホットスポット

除染などによって放射性物質の除去が行われ、被

曝のリスクが軽減されることも重要であります。 

除染効果が余り出なかった住宅の今後の対応に

ついては、環境省において、その効果等を評価す

ることになりますが、技術的に除染効果がより見

込まれる場合には補助金の対象とすることができ

ることから、個別の協議となります。 

  ３番目の健康手帳の関係ですが、昨年12月の議

会定例会において山本はるひ議員、平山啓子議員

にお答えしたとおり、ホールボディカウンター検

査、母乳及び尿の放射性物質検査等の検査結果に

ついては、がん検診や予防接種の実施状況を個人

ごとに管理する健康管理システムに記録すること

で継続して管理したいと考えております。 

  健康手帳の配布の予定は、今のところございま

せん。 

  なお、検査記録の発行を希望する方に随時対応

できるよう、システムの改修を現在進めておりま

す。 

  以上で第１回の答弁にかえます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） それでは、これも中村議

員に答弁されていましたけど、住宅除染に関して

ですが、住宅除染に関して言うと、現在終了した

のが103戸ということでありました。これは当初

の見込みからいけば少ない数だというようなお話

でしたけど、実際に測定調査を終了して、実際に

除染作業に入るまでがちょっと長いような気がす

るんですが、その辺はどうとらえていますか。日

にちが長いという意味です。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 実際、測定から除染に

入るまでの期間が長くなっているということは事

実でございます。それの主な原因といたしまして

は、市民の皆さんにより丁寧な説明をということ

にまず心がけております。 

そういったことで、先ほども答弁しましたけれ

ども、少なくとも３回はその市民の皆さんと日程

の調整をした上で除染に入るという形になります

ので、当初予定をしておった日程が降雪によって

また延びるとか、そういったのが現実として出て

きております。 

そういうようなことで、測定と、あと、どの場

所をどの手法で除染するかをあらわすような図面

も作成をしております。そういった図面の確認、

これについても実際にその個人のお宅と調整をか

けながら実施をしておるというような状況でござ

います。 

  そのようなことで、それらにかなりの時間を要

しているということから、除染そのものに入るの

に時間がかかってしまっているという現状でござ

います。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） あと確認をしておきたい

んですが、これも先ほどの答弁にあったんですけ

ど、実際に調査が終了したのが５地区の中では

2,652、先ほど言った103ということですね。

2,652がすべて実際に除染するかどうかというの

は、また別な問題になるんでしょうが、もうこれ

らについては間違いなくこの３月いっぱいで除染

が終了するのか。それから、マイクロスポットの

ほうに関しましても244、そのうち終了が166と、

こちらもあわせて３月末には終了できるのかお伺
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いをいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 現在、鋭意努力をして

いるところでございますけれども、すべての住宅

について３月までに完了ということは難しいと思

っております。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） ということは、日にち的

には少し過ぎてしまっても、当然やっていくとい

うことなわけでありますよね。私のところにも測

定に入っていただいて、いつ来るのか全くわから

ないんですが、測定された方に関して言えば、早

く来ないかなという思いだと思いますので、それ

ぞれやっている方々は大変な思いをされていると

いうのはよくわかっているんですが、少しでも早

く除染が進むことを願っております。 

  次に移りますが、先ほどの除染効果があらわれ

なかったと。しかし、環境省においてその効果の

評価をして、技術的には除染効果が上がるであろ

うと見込まれた場合には再度除染を行うというこ

となんですが、これもう少し詳しく聞かせていた

だきたいんですが。 

そうすると低線量メニューであっても、効果が

なくても、また低線量メニューでやっても下がる

可能性があるというのがどういうことなのかよく

わからないんですが、お聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 現実問題でありますけ

れども、表土除去を行ったところの効果というも

のは実際に明確にあらわれております。補助メニ

ューのみを行ったということでございますけれど

も、低減率にしますと４％から18％というような

状況でございます。まだこれはごく一部の終わっ

たところだけの調査でございますので、平均では

まだ出ておりません。 

そういった中で、当然低線量メニューで実施を

したもので効果があらわれないというものを環境

省のほうに話をしまして、そのほかにどういうふ

うなものを新たに取り入れることができるかとい

うものについての個別協議というような形になり

ます。 

  具体的にどういった補助メニューがあるかとい

うものは、まだ詳細にはわかっておりませんけれ

ども、効果があらわれなかった場合の今後のあり

方について、今後、環境省と協議をしていくとい

うものでございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） わかりました。 

  それでは、最後の項目ですが、健康手帳の交付

についてということで、これは既に質問もされて

いて、今のところそういった考えはないというこ

とでありますが、私は、母子手帳のように、やは

り健康手帳というのは実際に配布をすれば使いや

すいものだと思いますので、これは要望として申

し述べておきます。 

  それでは、続きまして４の防災・減災の事業に

ついて質問をいたします。 

  昨年末に起きた中央自動車道の笹子トンネル天

井板落下事故でも指摘されたように、社会資本の

補修・補強の必要性が叫ばれています。新年度で

は公園設置長寿命化計画を策定するとありますが、

以下について伺います。 

  ⑴国は、平成24年度補正予算を13兆1,000億円

計上しました。その中には、地方自治体の社会イ

ンフラの老朽化対策を促すため、使い道を防災関

係に絞った防災安全交付金を盛り込んでいます。

本市の考えを伺います。 

  ⑵道路・橋・トンネルなどの本市の老朽化対策
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としての長寿命化計画を伺います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 初めに、公園施設長寿命

化計画における防災安全交付金の本市の考え方に

ついてお答えいたします。 

  国において平成25年１月11日に閣議決定された

日本経済再生に向けた緊急経済対策に基づき、平

成24年度補正予算の中で防災安全交付金が設けら

れました。この交付金は、地方自治体が実施する

地域住民の命と暮らしを守る総合的な老朽化対策

及び地域における総合的な生活空間の安全確保の

取り組みなどを集中的に国が支援するために設け

られたものであります。 

  今回の国のこの補正予算の神髄というのが防災

安全交付金に集約されていると市では受けとめて

おります。 

  本市としては、インフラ再構築及び生活空間の

安全確保を図るため、その命である防災安全交付

金で歩道整備や舗装修繕などの事業費として、事

業費ベースで９億3,820万円を要望しておりまし

た。内示額を見ますと７億8,196万円の内示を受

けております。 

この金額、漠然と聞くとそんなものがどこの市

町村にでも来ているのかとお思いでしょうが、こ

れにはもう本当に大変な努力でありまして、特に

この予算を獲得するに当たっては、副市長が過去

痛い経験があるということで、12月15日ぐらいか

ら国の要望事業量調査について全神経を傾けてお

待ちをしていました。 

その結果として、これから５年間、那須塩原市

のいただける補助金は19億7,500万、これ県内断

トツでありまして、ことし、平成24年度の内示額

も７億8,200万、これも県内では断トツ、大変２

着を引き離しての１位ということでありますが、

この中には庁内を挙げて暮れの大晦日まで取り組

んだ内容が十分にありますので、その一端だけこ

こで、後で副市長にも引き続いて、この件にだけ

ご答弁をいただきたいと思います。 

  また、都市公園においては、公園施設健全度調

査において施設の老朽化が確認され、早急に対応

が必要な黒磯公園や、烏ケ森公園など４カ所の公

園の施設更新のための事業費として6,000万円を

要望し、満額の6,000万円の内示も受けておりま

す。そのほかにも内示を受けたものはございます。 

  次に、道路・橋・トンネルなどの本市の老朽化

対策としての長寿命化計画についてもお答えいた

します。 

  道路は経年劣化や交通量の影響により路面にひ

び割れやわだちが生じると、安全性や円滑な走行

に支障を来すことにもなります。このため、路面

の状況を確認しながら維持補修に努めているとこ

ろでありますが、現在は破損が発生してから対応

する対症療法の管理なっております。 

  今後は、どのような対策を、いつ行うことが適

切であるかを考慮した予防保全型の道路管理への

転換が必要であることから、将来的には道路の長

寿命化修繕計画の策定についても、現在検討して

まいりたいと思っています。 

  次に、橋の老朽化対策として、１、２級市道に

係る53橋及び橋長15ｍ以上の35橋の合計88橋につ

いて、昨年度実施した安全点検結果に基づき、橋

梁長寿命化修繕計画を現在策定しております。こ

の計画については、これまでの事後的管理ではな

く、予防保全的管理へ転換することにより、橋梁

の長寿命化はもとより、修繕工事費の平準化とコ

スト縮減を図ることを目的として進めておるもの

であります。 

  次に、トンネルの老朽化対策についてもお答え

いたします。 
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  本市が管理する道路においては、市道堰場ダム

線に延長66ｍのトンネルが１カ所ございます。こ

のトンネルについては、日常の道路パトロールの

中で目視による安全点検を行い、不良箇所の早期

発見に努めております。安全確保のため、今後と

も適正な管理を行っていきたいと考えております。 

○議長（君島一郎君） 副市長。 

○副市長（渡邉泰之君） 先ほど市長のほうから補

足の答弁をということでしたので、防災安全交付

金の関係について私からも一言ここで申し上げさ

せていただきたいと思います。 

  先ほど市長からもありましたが、那須塩原市は

総額で７億8,200万ということでございまして、

２番目に県内で多い市が４億5,800万ですから、

それの1.7倍の額をいただいているということで

ございます。他の市とかですと、実はこの額がゼ

ロの市、それから4,700万といった額の場所もご

ざいます。 

  なぜこのような差が出てきているかといいます

と、国の緊急経済対策というもののこの額の決め

方というのが、国から事業量調査というものを投

げてきまして、それでどれだけきちんとそこで返

したかということが事実上内示額に連動してくる

という、そういう仕組みになっておりまして、総

選挙が昨年あった後、緊急経済対策をするという

話が出たものですから、そういう形をとるのでは

ないかということで、庁内挙げてそれは準備をし

ていたということでございます。 

実際にメールで、しかも国のほうから係長レベ

ルでおりてきまして、大体市のほうにも係長ぐら

いにしか来ませんので、多くの市ないし町はそれ

を見落としてしまうということに、そういう仕掛

けというと変ですけれども、そういうふうになっ

ているということでございます。 

  我々、那須塩原市のほうがそこのところを注意

して、気をつけて準備していたというのは、先ほ

ど市長も申し上げていましたけれども、私自身が

大阪の高槻市で勤務していたときに、その当時は

麻生さんが政権をとっていましたけれども、同じ

ように緊急経済対策をしまして、高槻市、36万の

都市でありますけれども、その当時数千万円しか

お金がつかなかったと。一方で、隣の隣の市は人

口６万ぐらいなんですが６億円ぐらいついていた

と。何でそんなことになったのかということを高

槻市のときには相当調べて、実はそういう事業量

調査というものをやって、それで決められていた

ということがわかったものですから、今回はその

失敗を踏まえて、必ず同じようなことをするだろ

うということで準備をしていたら、やはり同様の

ことがあったということでございます。 

  なお、これらの費用につきましては、すべて国

費負担というふうになると聞いておりますので、

そういう意味では市の財政健全化、それから市内

の防災安全事業の推進、さらに地元である市内の

土木建設関係の業者さん、産業の維持・振興とい

う意味では、それらをすべて両立させることがで

きるのではないかということで、非常に我々も期

待しているところであります。 

  このような形で、市のほうもきちんと、ある意

味、国のやり方を十分に踏まえてタイミングを逃

さずに、取れるものはきちんと取っていくと。そ

の上で、取った後はなるべく迅速に執行していく

という所存でございます。 

  これが一応本市の考え方ということでご理解い

ただければと思います。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 他市との比較を今してい

ただいて、経緯を伺いました。さすが副市長だな

という、そういう思いをいたしました。 
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  その中で、ただいま市長の答弁の中に、今回内

示額としての７億8,200万というお話がありまし

たけど、今後５年間という話があって、それが19

億7,000万からですよという話なんですが、もう

既にその５年間というものが内示されたという理

解でよろしいんでしょうか。確認をいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（薄井正行君） この防災安全交付金に

ついては、新たな補助制度というか、補助金とい

うことで、社会資本総合整備交付金の中に設けら

れたわけですけれども、その中では、必要かどう

かということで計画を策定して、その計画に見合

った補助金をいただけると。市のほうで、先ほど

副市長からのお話がありましたように、どの程度、

今後そういった防災安全交付金に見合った事業が

あるかということの洗い出しをして、その中のま

とめた結果が、先ほどの５年間でこの程度の事業

量があるだろうということでまとめた計画書の内

容になっております。 

  したがいまして、それに対してどの程度の内示

というか、交付金がいただけるか、国費がいただ

けるかについては、毎年度要望をして、毎年度内

示をいただく、交付決定をいただくという形にな

ります。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 今の部長の説明で理解を

いたしました。 

  毎年内示は当然あるということですね。ただ、

５年間の計画ということでは19億からの予算額と

いうことで示したということになるわけですね。

わかりました。 

  今回のこの防災安全交付金、その根本をなす社

会資本整備総合交付金、これは以前の個別だった

ものを一つにまとめて、言うなれば防災・減災、

インフラ再整備、その部分に特化した形で使うん

ですよと。その中でまた、個別の部分でいくと防

災安全交付金が特に道路であったり、橋であった

り、トンネルであったり、そういったものに使わ

れるんですよという理解でよろしいんですね。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（薄井正行君） 従来からありました社

会資本整備総合交付金の中にこういった防災安全

交付金というものと、従来からある社会資本整備

総合交付金、この２つの制度があります。例えば

道路整備の中で、歩道整備で通学路に指定されて

いるようなところについては、こちらの防災安全

交付金が対象になりますよと、通常の道路改良の

事業については従来からの社会資本整備総合交付

金の中で事業を実施するというような形になって

おります。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 言うなれば、その長寿命

化を進める事業に使う交付金が今回の防災安全交

付金であって、従来型の社会資本整備総合交付金

に関しては新設であったり、そういったものに使

われる交付金だという理解でよろしいわけですね。 

  では続きまして、答弁の中でありました橋の長

寿命化計画、現在、長寿命化の修繕計画という形

で計画がなっていると思いますが、これは実際に

はいつぐらいの策定予定になるか。 

  それと、先ほど市長答弁がありましたけど、今

後は道路に関しても長寿命化計画を立てていきた

いというお話がありました。これらについても、

今後どのような進め方をしていくのかお聞かせを

ください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  建設部長。 



－98－ 

○建設部長（薄井正行君） まず最初に、橋梁の長

寿命化計画でございますけれども、これは今年度

内に策定の取りまとめをしたいということで、次

の議会にはそれについて提出をさせていただきた

いというふうに思っております。 

  そのほか、道路の長寿命化計画でございますけ

れども、これらについては、今、国のほうでそう

いった策定をという話はまだ来ておりませんが、

危険箇所の点検、そういったことをして今回のこ

の防災安全交付金の活用をというふうな指導があ

りますので、全体的な流れを見ながら、そういっ

た必要性があれば、点検だけではなくて計画にま

とめるということが必要になった時点で、道路の

長寿命化についても策定していく必要があるとい

うふうには考えております。今の時点で、時期的

にはちょっと考えておりません。 

○議長（君島一郎君） 質問の途中ですが、ここで

10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時００分 

 

再開 午後 ２時１０分 

 

○議長（君島一郎君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） コンクリートの耐用年数

は約50年とされています。東京オリンピック以降

につくられた道路であったり、橋であったり、ト

ンネルであったり、そういったものが数多くある

わけですね。ですから、今回の長寿命化に関して

も、それらを踏まえて道路でも公園でも橋でも、

そういった計画をつくりながら進めていきましょ

うと。今回の交付金も、それに対応する交付金と

いうことですので、今後も的確な検査体制をとっ

て的確な補修・修繕を心がけて進めていただきた

いと思います。この項は終わります。 

  続きまして、５、教育行政について。 

  これすみません、「い」が抜けておりますので、

いを入れてください。 

  一昨年、大津市で起きたいじめを苦に中学２年

生の生徒が自殺をしたニュースが大きく取り上げ

られました。また、昨年12月には桜宮高校のバス

ケット部の顧問による体罰を苦にキャプテンが自

殺をしてしまう事件が大きな問題となりました。 

  ⑴文部科学省は、いじめ防止対策の一環として

スクールカウンセラーの配置の強化を推進しよう

としています。本市の取り組みを伺います。 

  また、大津市では、いじめ防止条例を制定し４

月より施行することが決定いたしましたが、その

条例に対する本市の考えを伺います。 

  ⑵本市の小中学校での体罰の実態調査は行われ

ているのでしょうか。教育委員会として何らかの

取り組みは行われてきたのでしょうか、お伺いを

いたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） まず、いじめ防止への本

市の対応についてをお答えいたします。 

  国は、いじめ相談体制を強化するため、平成24

年度補正予算においてスクールカウンセラーが対

応する時間を倍増させるための予算を計上しまし

た。また、平成25年度においても、スクールカウ

ンセラーの配置充実のための予算を要求している

ところであります。 

  本市においては、拠点校として対象校を合わせ

て10中学校すべてと小学校７校にスクールカウン

セラーを現在配置しております。県に対してはス

クールカウンセラーの増員を要望しているところ

でもあります。 
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  本市独自の取り組みとしては、児童生徒サポー

トセンターには４名のカウンセラー（臨床心理士

２名と心理判定士１名、作業療法士１名）を配置

し、必要に応じて学校、保護者や児童生徒を支援

しております。 

  また、学校においての取り組みとしては、児童

生徒の悩み相談に対応できるよう、心の教室相談

員を小学校８校と中学校５校に配置し、平成25年

度においてもさらに小学校２校に配置できるよう

予算を計上しております。 

  次に、大津市のいじめ防止条例についてですが、

新聞報道によりますと、条例は去る２月19日議員

提案し、即日可決したと伺っております。 

  大津市に限らず、いじめ防止条例を制定してい

る自治体が見受けられますが、それぞれの市の施

策実現のために条例を制定したものと思われます。 

  なお、本市においては日ごろから未然防止と早

期発見・早期対応を目指して各学校と市教育委員

会が組織的に対応しており、現時点で条例を制定

する考えはありませんが、条例制定による効果に

ついて、先進事例の研究は行っていきたいと考え

ております。 

  次に、体罰の実態調査についてもお答えいたし

ます。 

  まず、本市の小中学校での体罰の実態調査です

が、大阪の事件後、本市独自に校長への直接電話

による聞き取り調査を実施いたしました。また現

在、文部科学省からの体罰に関する実態調査を、

児童生徒、保護者及び教職員を対象に実施してお

ります。調査用紙の提出は、各学校からは３月21

日までに市教育委員会に提出され、３月28日まで

に那須教育事務所に報告し、県教育委員会からは

４月30日までに文部科学省へ報告される予定とな

っております。 

  次に、本市の体罰についての取り組みですが、

実際に本市で体罰が起こった場合の対応について

は、まず児童生徒及び教職員からの事実確認を行

い、状況を確認し、その後家庭訪問をして、保護

者や本人に謝罪と説明を行います。また、必要に

応じ保護者会を開き、再発の防止と信頼回復に努

めていきたいと考えております。 

  第１回の答弁にします。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） それでは、再質問をさせ

ていただきます。 

  本市におけるいじめの報告というのが現状ふえ

ているのかどうか。 

  それから、先ほど市長の答弁をいただいて、そ

れぞれスクールカウンセラーに関しては国でも倍

増するということなので予算要望していますよと

いうお話もありました。また、市独自としては、

サポートセンターにいるカウンセラーの方４名の

方がそれぞれ要望に応じてということもあるんで

しょうけど、学校に出向いたり、保護者または児

童生徒と直接会うような形でのフォローをしてい

るのかと思うんですが、その活動内容についても

お聞かせを願えればと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） それでは、お答えを申

し上げます。 

  まず、今年度のいじめの認知状況でございます

けれども、昨年９月に一度、数につきましてお答

えしていた部分はありますが、３回の聞き取りを

今年度実施いたしたところでありまして、２月末

日現在、本年度認知したいじめの件数は41件とい

うふうになっております。 

  多分、９月のときには19件というふうな数を報

告させていただいたと思っておりますので、その

時点からはふえているというような状況にござい
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ます。 

  それから、スクールカウンセラー、心の相談員、

それからサポートセンターのカウンセラー等につ

きましては、それぞれの所属におきまして勤務す

る中で、随時、児童生徒あるいは教職員、場合に

よっては保護者からの相談に対応しているという

ような状況でございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 残念という表現になって

しまうんでしょうけど、前回の報告からすると、

２月末で41件ということでふえていると。これは

逆に言うと、明確な調査をした結果、いじめであ

ると認められたということなんでしょうか。以前

からそういったものがあったものが明確になった

というとらえ方でよろしいんでしょうか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） 前にもお話し申し上げ

たとおり、引き続き学校におきましては、大変神

経を使って子どもの状況につきましては把握をさ

せていただいておりますので、このような数にな

っていると思われます。 

  ただ、このうち、現在でもその解消に向けて取

り組んでいるものは41件中５件ということでござ

いまして、そのほかの部分につきましては適切な

対応の結果、解消に至っているということも申し

添えさせていただきたいと、こう思います。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 今回の国の方針としてス

クールカウンセラーを倍増するということで、し

っかりと対応できる大人が配置をされるというこ

とはいいことだと思うんですが、例えば、その各

学校にスクールカウンセラーの方々が行ったとき

に、実際に相談を受けるという場所が相談のしや

すい状況にあるのかどうかというのが非常に心配

されるんです。 

せっかくそういった方々が配置をされても、現

実にはなかなか相談しにくい雰囲気であったり、

場所がそうなんだとか、そういったことも非常に

大切な部分だと思うんですが、それらについては

教育長はどのように考えていらっしゃるんでしょ

うか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） おっしゃるとおり、ど

れだけ人数をふやしても、そこに児童生徒が話し

に行くということがなければだめなわけでして、

当然のことながら学校におきましては相談室等を

整備しておりまして、そこに常駐する中で随時子

どもたちからの相談を受ける、あるいは受けやす

い環境を、これまでも学校において十分配慮して

きているものというふうに思っておりますし、引

き続きそれらのことにつきましては十分な対応、

配慮をしてまいりたいと、このように思っており

ます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） いじめに関していえば、

本当に全市を挙げて、いじめは絶対してはいけな

いんだという啓発運動をしていくことが非常に大

切だと思うんですが、特に学校においては、やは

り低学年のときからそういった意識づけをしっか

りするということが大切だと思うんです。その辺

については、特に低学年に対する対策としては何

か行われていますか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） いじめにつきましては、

学年を問わずこれはあってはならないこと、やっ

てはならないことということで、あらゆる学校の
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教育活動を通じて指導しているわけですが、特に

直接的な指導場面としましては、道徳の時間等が

一番直接的な指導の場面でありますが、これにつ

きましては学年の発達段階に応じて適切な教材を

用いて、継続的に指導してございまして、意識し

て特に低学年にということではなく、全学年、ど

の学年も、大変大事なことですので、学校では丁

寧に指導が現在も行われているというふうに認識

をいたしております。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） それでは、これはテレビ

なんかでも取り上げられたことがあるんですけど、

足立区の小学校の例なんです。先生だとか、保護

者だとか、教育委員会がとか、そうじゃないんで

すね。意識づけは当然これは先生方が行ったんだ

とは思うんですが、児童みずからとにかくいじめ

は絶対しちゃいけないということで、いじめ撲滅

隊、通称辰沼キッズレスキュー、それを訳して

Ｔ・Ｋ・Ｒというそうですが、子どもたちがみず

から、いじめは絶対にしちゃいけないということ

で、そういういじめ撲滅隊を組織したんです。集

まった子どもたちは全児童の約４割ということ

で、180人が最初の結成で集まったという報道が

なされました。これはかなり話題になったんです

けど、その中でのスローガンは「いじめない さ

せない 許さない」となっているんです。 

  それぞれお昼休みとか、それから休み時間に、

隊長であったり、副隊長であったり、班長であっ

たり、何班かに分かれて学校を全部回って歩くん

です。ちょっとトラブルがあると、どうしたのと

いうことで聞きながら。これをやることによって、

本当に学校の風通しが非常によくなったと。足立

区ではこれをまねて、ほかの小学校でもこのいじ

め撲滅隊、名前は違いますけど、続々と立ち上が

っているというんです。 

  本市では、何か特徴的ないじめに対する対策を

やっている学校というのはあるんでしょうか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） 今の議員のお話のよう

なものも大いに参考にさせていただければという

ふうに思っておりますけれども、直接的にいじめ

防止に向けた取り組みということについては、正

直言って把握しているところではございませんが、

児童生徒たちがみずからあいさつ運動であったり

とか、そういった活動を校内で実践している例は、

市内においては多く見受けられます。 

そういった自主的な活動の中に生活をよりよく

していくそういう取り組みについて、積極的にか

かわっていくようなことが今後できればいいので

はないのかというふうに思っておりますし、あわ

せまして、子どもたち自身の生活そのものについ

て、子どもたちを取り巻いていく環境についても、

あわせて私たち考えていかなければならないんじ

ゃないのか。やはり今、子どもたち自身が自己意

欲が持てるような、そういうようなことも配慮し

ていく必要があるんではないのかと、こんなふう

にもあわせて考えております。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 全国ではいろんな取り組

みをやっている学校はあると思うんですけど、た

またま例として挙げさせていただきましたので、

足立区の辰沼小学校というところです。 

  ここは、そのほかに、言われたらうれしい言葉

を使う運動も進めていると。これも非常に効果を

上げているということでありますので、ぜひ参考

にしていただければと思います。 

  では続きまして、体罰に関する再質問をさせて

いただきます。 

  先ほど市長答弁の中に、本市独自として大阪の



－102－ 

体罰の事件後、すぐ校長先生の電話による聞き取

り調査を行ったという答弁がありました。それら

について結果どうだったかを、まずお聞かせくだ

さい。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） 先ほど申し上げました

ように、大阪の事件を受けまして直ちに、独自と

しまして各学校の校長先生あてに、現在のところ

把握している、私どもにも報告があったものもご

ざいますけれども、確認をするという意味でも聞

き取りの調査を行いました。 

その結果、体罰もしくは不適切な指導と思われ

るような事案が、この時点では５件確認をしたと

いうようなことでございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） それでは、その５件に対

して教育委員会としてはどのような対応をとった

のでしょうか。それと差し支えなければ中身も教

えていただければと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） まず、この５件につい

てですけれども、小学校が４件、中学校が１件と

いうことでございました。 

  また、内容につきましては、スポーツ活動での

指導における事案が２件、それから放課後の生活

の中でのものが１件、それから授業中の指導の中

でのものが２件というような内容でございます。

これらにつきましては、いずれも既に解決してい

る事案ということでございまして、現在のところ、

これについて何かということではございません。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 今後、21日までに教育委

員会のほうに各学校から上がってくると。その後、

教育事務所、そして文科省に報告するということ

で、先ほど答弁いただいていますが、私も、その

報告内容についての文科省から出ているものを見

たんですが、そうするとそこの中には、やはり今

回はしっかりと把握しなさいと、できればもう第

三者も含めたような中での工夫をしながら、各教

育委員会、しっかりとした実態調査をしてほしい

というような文章だったと思うんですが、それら

について本市はどのような調査を行っているのか

お聞かせください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） 現在、各学校で実施を

しております実態調査につきましては、教職員向

けのアンケート、それから児童生徒、保護者向け

のアンケート２つございます。特に児童生徒、保

護者向けのアンケートにつきましては、返信につ

きましては封筒といたしまして、そちらのほうに

封入して学校のほうに提出をしていただいて、開

封につきましては管理職が行うということで、き

ちんと学校全体で把握をしていただくというよう

なことで現在お願いをいたしているところであり

ます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） この体罰という言葉が本

当に、ちょっと使われ方として正しいのかどうか

というのも、私ちょっと疑問に思っているんです

が、体罰は２種類あると思うんです。実際に手を

上げてしまう、それから言葉による体罰、この２

つが大きく分ければあると思うんです。 

私も小学生のスポーツ少年団には現在もかかわ

っておりますので、そういった部分からいくと、

やはり小学生、中学生には言葉による体罰という

のが非常にショックを与えてしまって、それがト

ラウマになってしまうというような子どもたちも、
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今まで数人見かけてきました。 

そういう観点からいくと、やはりしっかりとし

た、特にスポーツに関する指導を行う先生たち、

またスポーツ少年団の指導者たちに対する心構え

というのを、教育委員会が中心になって、もちろ

んスポーツ少年団はスポーツ少年団としてもしっ

かりと対応してまいりますけど、教育委員会が中

心となった取り組みが私は非常に大切なことじゃ

ないかと思うんですが、その点、最後に確認をさ

せてください。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） おっしゃるとおり、体

罰の問題につきましては、その体罰とはというこ

とから始まる部分もございますけれども、これは

以前から、体罰についてはだめなこと、いけない

ことということで厳しくは指導しておりますので、

その姿勢は今後も変わらずやっていかなきゃなら

ないと思っておりますし、先生方にもしっかりと

した認識を持っていただきたいと、これは思って

おります。過日の校長会議におきましても、この

ことについては確認をさせていただいたところで

あります。 

  また、スポーツ指導におきます体罰問題が今回

大きくクローズアップされているわけですけれど

も、当然のことながら、スポーツそのものという

のは児童生徒の心身の健全な発達あるいは健康、

体力の保持・増進、精神の涵養と、こういったも

のが一番大切にされるべきものでありまして、そ

こに体罰あるいは暴力が入る余地は全くないわけ

でございます。 

  したがいまして、子どもたちの指導に当たりま

しては、その趣旨に沿った活動あるいは子どもた

ち自身を指導していくための、いわゆる科学的な

指導法あるいはコーチング、そういった部分につ

きましても継続的に指導者の資質の向上、これに

は私ども積極的にかかわっていかなければならな

いと、こんなふうに思っておりますし、現在でも、

議員ご承知のとおり、小学校のスポーツ少年団の

指導者に対しましては年間２回の研修を継続的に

行っておりますし、今後もその内容についても十

分吟味をしながら、より適切な、望ましい児童生

徒のスポーツ活動が推進されるように、しっかり

とした体制を組んでいきたいと、このように思っ

ております。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 今まで以上のぜひとも対

応をしていっていただきたいと、それを望んで、

次の項に移ります。 

  それでは、最後の６番目の質問に移ります。 

  地元企業への支援について。 

  リーマンショック以降のデフレ不況により、地

元の雇用を支えてきた大手企業でも人員整理等が

行われています。本市には、世界に誇る大企業を

初め、数多くの企業があり、これまでの本市の雇

用を支えてきました。 

  そこで、以下の点について伺います。 

  ⑴本市民の雇用を守るため、市内の企業に対す

る支援策が必要ではないでしょうか。 

  ⑵住宅の新築・リフォームには多くの業者がか

かわっています。雇用を生む観点からも住宅リフ

ォームへの助成制度の導入を検討してはどうでし

ょうか。お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） お答えいたします。 

  地元企業の支援について順次お答えしてまいり

ます。 

  雇用を守るための企業に対する支援策について

でありますが、現在、国内の企業は、リーマンシ
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ョック以降、欧州の金融不安や信用不安などの影

響を受けて、世界経済が低迷する中、厳しい経営

環境に置かれております。 

  この那須地域におきましても、東日本大震災や

東京電力福島第一原子力発電所事故による放射能

の風評被害が重なり、市内の各企業も厳しい経営

環境にあると推測しております。 

  このような状況の中で、本市におきましては、

これまで風評被害払拭の対策を初め、市のホーム

ページや広報紙を活用して中小企業者事業資金

（制度融資）の融資や償還期限の延長、借りかえ

などの相談等を行ってまいりました。 

今回、本年度の新たな取り組みとして、この３

月から市内で操業する主な企業を訪問するなど、

年間を通してシリーズで行いたいと私自身も考え

ております。各企業の具体的な経営状況や経営環

境を把握することにより、今後の市政運営に生か

していきたいと、そういう考えが裏にございます。 

  次に、住宅リフォームへの助成制度導入の検討

についてもお答えいたします。 

  本市におけるリフォーム支援策としては、現在、

木造住宅耐震診断費等補助事業、木造住宅耐震改

修診断費補助事業、水洗便所改造資金融資あっせ

ん制度、浄化槽設置整備事業補助金の４つの助成

制度がありますが、このほか、市内商工会におい

ては住宅リフォームを希望される方に、那須塩原

リフォーム事業に登録した業者の紹介を行ってお

り、これらの制度が有効に活用されておりますの

で、現在のところ新たな住宅リフォーム助成制度

の導入については考えてございません。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） それでは、再質問を行い

ます。 

  ２番の住宅リフォームの助成制度の導入に関す

るほうから再質問させていただきたいと思います。 

  先ほど市長答弁の中に、現在も木造住宅の耐震

診断費の助成であったり、それから実際に耐震の

修繕に対する補助事業、それもやっていますよと。

それから水洗便所の改造の資金融資に関しても、

以前からこれ行われていますし、それから浄化槽

の設置なんかの補助金も当然以前からずっと行わ

れてきているわけですが、確かに浄化槽設置の整

備事業なんかは、これは地元業者にとってはメリ

ットのある事業だと思うんですが、木造住宅の耐

震診断であったり、修繕の助成であったりと、こ

れらについては恩恵を受ける地元の業者というの

は、私はほとんどない気がするんですが。 

実際に今回の予算枠としてもそんなに大きな予

算が組まれているわけではないわけですけど、そ

れらについてはどのように当局では考えているん

でしょうか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（斉藤一太君） ただいまそれぞれ

の改修診断事業等につきましての地元の業者への

受益というものが余りないんじゃないかという点

についてのお尋ねでございますけれども、リフォ

ームの支援策につきまして、ただいま市長からご

答弁申し上げましたが、平成23年度の実績を申し

述べさせていただきたいというふうに思います。 

  木造住宅耐震診断費等の補助事業につきまして

は11件ございました。金額で98万6,000円でござ

います。 

  それから木造住宅耐震改修費補助事業でありま

すが、これにつきましては１件で90万円、水洗便

所改造資金融資あっせん制度、これは利子補給を

行うものでございます。平成23年度の実績12件で、

これは利子補給ですので６万円ちょっとという金

額になってございます。 
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  それから、浄化槽設置整備事業補助金について

でございますが、これは設置基数で申し上げます

と249基設置をいたしまして、8,979万4,000円と

いうことで、それぞれ実績が出てございます。 

  こういった実績の状況から見ても、地元業者の

方への受注というものも進んでいるのではないか

というふうに推測がなされると思います。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 要は、こういう答弁をい

ただいたんでそうかなと私は思うんです。本当に

地元企業を育成しようとか、そういうことを考え

れば、もう少し幅広く事業展開できる、また雇用

が生まれる、そういった制度であったり、事業を

やるべきじゃないかということで、こういった提

案をさせていただいているわけですが。 

確かに浄化槽の設置整備事業に関しては約250

基ですから、これはかなり地元業者にとっては貢

献をしている事業だとは思います。それは認めま

す。ただ、そのほかの３事業については、一応答

弁の中にあるんで聞きますけど、私はさほど、耐

震診断を行うこと自体がどうのこうのと言ってい

るんじゃなくて、それを答弁の中で上げてきまし

たので、これらが果たしてこの質問に対して合う

答弁なのかということにちょっと疑問を感じたん

ですが、いかがでしょうか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（斉藤一太君） ただいま木造住宅

のこの事業につきましては、耐震診断、それから

耐震の改修というそれぞれ事業が別なものになっ

てきておりますが、今、議員おっしゃられるよう

に、耐震診断というのは診断のための事業という

ことでございますので、直接的に改修等の工事あ

るいはその修繕費として、いわゆる計上できるも

のではないのかもわかりませんけれども、そうい

ったものも含めましてリフォームの支援策という

ことで市といたしましてはとらえておりますので、

そのようにご理解いただければというふうに思っ

ています。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） ちょっと私のとらえ方と

は違う点もあるのかなと思います。全国でこの住

宅リフォーム助成制度をもう既に行っているとい

う自治体は、これは去年の８月現在のデータなん

ですけど、495自治体が導入をしております。県

内では、宇都宮、足利、鹿沼、日光、那須烏山で

導入が既にされているわけです。 

先ほど市長の答弁では、今のところは考えてい

ないという答弁だったわけでありますが、今後ぜ

ひ検討を進めていただければと要望させていただ

きます。 

  それでは、⑴のほうに移ります。 

  ⑴の質問に関してですが、この那須塩原市で最

も雇用を生んでいる企業といえば、実名を挙げれ

ばブリヂストンだと思うんですね。ブリヂストン

もやはり今厳しい経営状況になっているというよ

うな話は聞いております。リストラも多少ありま

すし、また転勤なんかもあるわけですね。 

そういった中で、１社に関しての何か支援策と

いうのは難しいという話になるのかもしれません

が、本当に長年にわたってこの旧黒磯市、そして

現在の那須塩原市にとっては大きな貢献を果たし

てきたのが、私はブリヂストンだと思うんです。 

そういった観点からいくと、例えば矢板市では、

太陽光パネルに関していえば、シャープのものを

利用した場合には補助額がほかのメーカーのもの

よりも多く１kw当たり補助されているわけですね。

そういったこともやっているわけです。それは、

やはり矢板にとってシャープという企業がいかに
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大きな役割を果たしているかというあらわれであ

ると思うんですが、こういった観点からどのよう

な見解をお持ちなのかをお聞かせ願えればと思い

ます。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 今の吉成議員の質問につ

いては、私は市長就任以来とっても気にしていた

大きな関心事の一つでございました。そういう意

味で、ＢＳ関係３工場、工場長あるいは総務部長

を含めた管理職の皆さんとはこれまで２度ほどお

話し合いをさせていただいてきました。 

そのうわさによると、久留米に97名が異動にな

ったとか、あるいは一部リストラがあったとか、

そういう情報で非常に心配したものですから、お

会いをしたと、こういう中でございましたが、そ

のときには、去年の９月の末だったんですけど、

那須塩原市から、企業としてこれをお願いしたい

というものはないと。ただし、現在一番不安定な

状況は、東京にある一流企業が直下型地震に備え

て、いわゆる本社機能を移すと。ほとんど100％

の企業が、もし災害があったら東京以外のところ

に本社機能を移すと、こういうようなことも考え

ておりまして、逆に、那須塩原市はＢＳの工場の

中で最も涼しい工場として、ここを動くというこ

とはないと。ただ、もしお願いできるのであれば、

国の機関、こういうものを一つでいいから那須塩

原市に引いてくれないかと。 

これは相手も何か目的があって言ったんではな

いと思います。そういう状況があると本社機能を

那須塩原市にと非常に移しやすい環境ができると、

こんなことが、具体的な話はありませんでしたけ

ど、ＢＳ側から提示されました。 

  また、ＢＳさんを初めとして、特に工業団地あ

るいは大きな工場面積を有するところでは、新し

い企業の誘致が非常に難しい時代で、この緑地帯

の見直しを進めてほしいと。そうすると工場の拡

張等についても新規の予定地を確保しなくても、

相当の部分間に合ってくると。特に西那須のほう

なんかでもこういう要望は強く、工業団地でござ

いましたし、あるいは排水事業等について、これ

はぜひよろしくお願いしたいと、こういうような

ことで話し合いを進めてまいりました。 

ただ、それはメモをとる者も、話を聞いている

者もいない状況の中での出来事でしたので、こと

しは総務部あるいは管理、こういうものの大綱で、

企業をシリーズで訪問をして、そういう企業の将

来に万全を期すと。そして、要望にはできるだけ

応えていくと、こういう感じで、３月からＢＳさ

んを皮切りに、ぜひ、ローラーではありませんが、

私が歩かせていただきたいと、こういう気持ちで

現在取り組んでおります。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 27番、吉成伸一君。 

○２７番（吉成伸一君） 初めの市長の答弁にも、

この３月から市内の大きな企業ということになる

んでしょうけど、それらを中心にして訪問して歩

くと。それで市政運営に生かしていきたいという

ことを答弁されていますので、それは企業の要望

をどう受けとめていくかという問題にもなってく

ると思うんです。 

  もう一度ＢＳに関してちょっとお話をさせてい

ただければ、市内に３工場がありますけど、全国

には10の工場がブリヂストンはあるわけですね。

そのうちの何と３工場が那須塩原市にあるわけで

す。あとテストコースもありますので。それと関

連企業等も合わせると、お聞きしたところによる

と2,500名、関連企業を入れるともう3,000名を超

えるという方々がこのブリヂストンで仕事をされ

ているということになるわけです。 
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  今後、２年後にはベトナムにかなり大きな工場

を建てるということで、既に進めているというよ

うなお話も伺っております。先ほど市長が言われ

たように、栃木工場等の移転とか、そういったこ

とは全く考えていませんということでありました

が、やはり本市にとって優良企業であることは間

違いないわけでありますから、そういった企業に

対する市としてのとらえ方というか、接し方とい

うか、何らかの形でやはり貢献をしていただいた

恩返しというのを、ぜひ今後は、もちろんブリヂ

ストンと限らずですけど、やっていっていただく

ことを要望して、私の質問を終わります。 

  ありがとうございました。 

○議長（君島一郎君） 以上で公明クラブの会派代

表質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時５４分 

 

再開 午後 ３時０５分 

 

○議長（君島一郎君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 

─────────── ◇ ─────────── 

 

◇ 磯 飛   清 君 

○議長（君島一郎君） 次に、致知の会代表、７番、

磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 議席７番、致知の会、磯飛

清です。本日最後の代表質問となります。 

  皆様方には、執行サイドあるいは議員席におい

ても長時間にわたりお疲れのことと思いますが、

元気に最後まで明快な答弁をお願いしたいと思い

ます。 

  さらには、質問に入る前に、市長、教育長にお

かれましては、昨日、３月４日には私の地元の市

立南小学校の新体育館の落成式にご臨席をいただ

き大変ありがとうございました。当校においては、

偶然にも本年度が創立110周年という年次に当た

る年に新しい体育館が完成しまして、学校、児童

はもとより地域の皆様方は大変喜ばしく、さらに

は、今後の教育施設として学校教育あるいは生涯

教育の増進に寄与できるものといたしまして、大

変期待を持っているところであります。この場を

おかりいたしまして御礼を申し上げたいと思いま

す。 

  さて、今年、安倍政権のみならず、本日３人の

代表質問が登壇いたしました。安倍政権において

は「３本の矢」として政策、施策をとり行ってい

るところでありますが、今回の代表質問の３本目

の矢はどこへ飛んでいくかわからない矢ではあり

ますが、是々非々をもって質問を行ってまいりま

すので、執行サイドの皆様におかれましては明快

な答弁をお願いいたしまして、質問に入らせてい

ただきます。 

  １、「八溝山周辺地域定住自立圏構想」につい

て伺います。 

  定住自立圏構想は、合併に至らない穏やかな広

域連合体とし、人口５万人以上の中心市を核とし

て、市町間でここに協定を結び、実施計画となる

共生ビジョンで事業を展開すると、国から財政措

置が受けられる事業であります。 

本市が参画した当構想は、県境を超えた連携で

活性化を図る目的で、県内は本市、大田原市、那

須町、那珂川町、茨城県大子町、福島県の矢祭、

塙、棚倉町の２市６町で構成する「八溝山周辺地

域定住自立圏構想」であります。人口５万人以上、

昼夜間人口比率が１以上の都市が中心市として宣

言できることから、昨日、３月４日には該当する
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大田原市が中心市を宣言し、いよいよ締結に向け

ての共生ビジョンの策定を進めていく段階になっ

たことから、伺うものであります。 

  ①当定住自立圏構想のこれまでの経緯と今後の

予定をお伺いいたします。 

  ②当定住自立圏構想研究会で協議してきた内容

を伺います。 

  ③当定住自立圏構想締結によるメリットを伺い

ます。 

  ④中心市と施策を協定し事業化していくことに

なるわけでありますが、本市における各種施策の

構想をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君の質問に対

し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 致知の会、磯飛清議員の

会派代表質問にお答えいたします。 

  まず、定住自立圏構想について①から④まで順

次お答えしてまいります。 

  初めに、経緯と今後の予定ですが、平成24年１

月５日に八溝山周辺地域定住自立圏構想研究会を

設立し、その後、研究会を３回、分科会を５回開

催し、協議を進めてまいりました。この協議の結

果を受けて、今年１月21日の関係市町による副市

町長及び担当部課長会議で研究会の報告が了承さ

れ、１月28日の関係市町の首長会議において、３

月に大田原市が中心市宣言をすることを了承し、

昨日、大田原市は中心市宣言を行いました。今後

は、中心市と定住自立圏形成協定の締結や定住自

立圏共生ビジョンの策定を行うこととなっており

ます。 

  次に、研究会で協議してきた内容ですが、分科

会方式により健康・福祉分野、道路・建設分野、

生活・公共交通分野、産業・観光分野、教育分野、

圏域マネジメント分野の６つの分科会を設置して、

圏域課題や想定される連携項目等について協議を

行いました。 

  次に、③の締結によるメリットについてであり

ますが、中心市と周辺市町が共有するテーマにつ

いて、相互に連携することにより効率的で質の高

い住民サービスの提供を図ることだと考えており

ます。また、財政的にも各省庁の支援が、事業を

行った場合、優先的に受けられることなども挙げ

られております。 

  ④の本市における各種施策の構想についてです

が、平成25年度からは、構成市町による（仮称）

連絡調整会議を設置し、協定の締結、共生ビジョ

ンの策定に向けて進めていくことになります。具

体的な施策についてはこれから協議することにな

りますが、地域公共交通ネットワークや救急医療

体制についての取り組みなどが想定されます。 

  これまで本市に限らず各市町において、本市の

場合は高齢化が現在20.9％（去年の10月現在）、

これは宇都宮市と同じ。大田原が22.3％、あとの

加盟している市町というのはほとんどが30％から

35％の間に位置しておりまして、さまざまな課題

が浮き彫りになったわけでありますが、やっぱり

最終的に最もつながりを強めていく分野として、

健康・福祉分野のつながりをみんなで求めていこ

うと。大田原と個別の協議でも大筋でそんなこと

が現在まで話し合われました。 

特に本市としては、現在、ドクターヘリは宇都

宮から日赤へ飛びますが、ドクターカーは平日の

日中だけ日赤で現在行われておりますが、これは

24時間、休日を含めてドクターカー体制をきちっ

と整備したいと、こういうはっきりした目的を持

って、第一義的には大田原との協議を進めていき

たいと思っています。 

特に本市における救急医療体制、これについて

は現在、本市のみならず、多分、日赤の３倍強は
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本市の医療機関が救急医療の搬送先になっており

まして、先日、白河市にお邪魔したら、特にこの

点について、会津のほうからも、白河のほうから

も那須塩原の医療機関をと、こういう非常に医療

の体制というのは現在大変なんだなと、そんな要

望を受けてまいりましたので、この点についてド

クターカーの実現のために課題を絞って、一義的

には大田原と検討に入りたいと考えております。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） ご答弁をいただきました。

再質問を行いたいと思います。 

  自立圏構想締結後には、国の各省庁からの財政

的支援が優先的に受けられるというようなご答弁

がありましたが、内容的には、具体的には例とし

てどのような支援が受けられるか、お話しいただ

ければと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） 財政支援の具体的な内

容ということでございますけれども、事業費とし

て特別交付税を1,000万上限で交付されるという

ものが一つございます。 

  また、病診連携等による医師、医療の確保に関

する財政措置として、特別交付税で上限、これも

1,000万円と。あと、各省庁の事業が優先採択さ

れるというようなことが具体的な内容として挙げ

られてございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 財政的支援の1,000万とい

うのは、今までにおいても何回か説明を受けてお

りますので理解はしておりますが、そのほかの金

銭面、財政的以外での支援というもの、これがど

ういった内容の支援があるか、その辺わかりまし

たら再度お伺いいたしたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） 先ほども申しましたけ

れども、事業を実施していく上で各省庁の優先的

な採択が受けられるということがございます。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 各事業の優先ということで、

本来であれば中身も知りたかったんですが、これ

から締結して事業化していく事業によっては支援

を受けられる、あるいは支援から該当しない、外

れるというようなケースも生まれるものなのでし

ょうか、お伺いしたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） 事業の内容によりまし

て補助事業、単独事業というようなことに分かれ

るわけですけれども、当然、単独事業であればそ

れぞれ単独で行っていくということになろうかと

思いますし、補助事業の場合には優先的な採択が

得られるというところでございます。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） わかったような、わからな

いような感じなんですけれども、そのような中で、

先ほど市長の答弁の中にありました各連携する市

町の中で最も課題となっているのは高齢化、さら

には医療という答弁がありました。 

特に高齢化においては、私どもの市は高齢化率

が20.9％と周りの市町に比べるとまだ若い年代層

が多い市とは言えるとは思うんですが、年々これ

も高齢化率が向上していくものと思います。 

そのような中で高齢化対策という、これを今後

大田原市とともに締結の中で結んでいくわけなん

ですが、具体的な高齢化対策として現在考えられ

ている、連携につなげる対策として何か構想的な

ものがありましたら、お答えをいただきたいと思
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います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） まだ具体的に高齢化対

策の事業というものについては、これから協議を

していくというような形にはなろうかと思います

けれども、保健福祉分野ということで申し上げれ

ば、先ほど市長から話がありましたように、救急

医療対策としてのドクターカー、また、これは子

育て関係になりますけれども、ファミリーサポー

トセンターなどの施設の共同利用等、そういった

ものが研究会の中での議論として上がってござい

ます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 特に高齢化に対する対策に

ついては、先ほどの公明クラブの吉成代表、あと、

私のこの次に出てくる公共交通の整備、これらに

よって高齢者の支援という対策の事業も、本市単

独でやるよりも連携してやることによって、地域

によってはさらに対策が向上するということもあ

ると思います。 

私の地元の話で誠に恐縮なんではございますが、

例としてお話をさせていただきますと、私どもの

地元は隣の大田原、中心市の大田原市と隣接して

いる地域であります。生活圏はどちらかというと

大田原市が生活圏域になっている地域であること

から、医療においても、あるいは生活物資の調達

においても大田原市が中心になっているというか、

そちらを利用する方が多い地域であることから、

特に公共交通においては大田原市との連携が不可

欠な地域であり、今後の高齢化対策においても大

田原市との公共交通の連携というもの、これが重

要な、かつ必要な地域であります。 

  そのようなことも踏まえて、先ほど６つの分科

会の中で公共交通のネットワークも検討されたと

いうことでありますが、その地域公共交通ネット

ワークの整備については、これまでどのような内

容の検討がされてきたか、ありましたらお話を伺

いたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 現実には、副市町長会等

でこれらの課題について話し合いがなされており

ますので、私は総まとめとして首長会に伺っただ

けなので、具体的な話があれば副市長から改めて

答弁させていただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 副市長。 

○副市長（渡邉泰之君） ただいま市長からご指名

がありましたので答弁いたしますが、地域公共交

通につきましては、具体的に言いますと、例えば

バスとかですけれども、那須塩原市内の人が那須

中央であったり、日赤のほうに行く場合の接続が

余りよくないというような問題とか、そういう公

共交通がなかなか行政区画を超えたところできち

んと連携できていない部分がありますので、そう

いうところを十分調整していこうというような方

向で、具体的に議論をしておるところでございま

す。 

  それから、救急医療につきましては、先ほど市

長及び企画部長からもありましたけれども、ドク

ターカー、そういったものが事実上、今、那須日

赤さんのほうで行ってもらっているわけですけれ

ども、なるべくそこのところのきちんと連携がで

きて、本当に倒れた場合には１分１秒が生死であ

ったり、社会復帰率にも大きく影響してくるもの

ですから、そこをどれだけ短時間にできるか、救

急救命できるかというようなことを中心に考えて、

その上でドクターカーの24時間365日化を進めて

まいりたい。 
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  そのときにネックになりますのは、結局今でき

ないのは、要はお医者さんの確保が難しいので事

実上平日の日中しかできていないということでご

ざいますので、そういった部分を含めて、関係者

のほうとは現在調整をしているところでございま

す。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 救急医療についてはドクタ

ーカーと連携しての事業ということで協議を進め

ていくということであります。特に医療に関して

は、私が申すまでもなく、生命にかかわる重要な

問題であります。特にドクターカーについては、

まだまだ市民の方も存在することを知らない方も

多くいると思います。 

それらのドクターカーを使用するに当たっての

判断は、救急隊なり、医療機関のほうで判断する

ものだとは思いますが、県が保有しているドクタ

ーヘリ、これらについては大分浸透もされており

まして、使用するというのも変な表現なんですが、

活躍の場がどんどんふえているという報道をされ

たり、周知が徹底されてきているようであります

が、ドクターカーについてはまだまだ周知不足の

点があると思います。そのような広域連携によっ

てドクターカーの周知、これらを活用しての救命

ということが連携の中で図れればと期待をすると

ころであります。 

  さらには、救急医療体制についてのほかに、医

療の連携ということも考えられるかと思います。

先ほど中村議員あるいは吉成議員の質問にもあり

ましたように、子育て支援の対策として医療費の

無料化という話がありました。さらには現物給付

にできないかというふうなことも質問の中にあり

ました。 

やはり子育てする中で、市のほうから医療費の

支援を受けるのは大変ありがたい、よろこばしい

支援であると子育てをしているお母さんのお話を

よく耳にします。ただ、償還払いの請求をする、

お願いをする、それを出すというのが非常に現在、

子育てをしながら請求するというのが厄介な作業

になっているということも聞いておりますので、

その辺も踏まえて、この定住圏構想の中で、連携

の中でお話を進めていただければと思っておりま

すので、その辺も協議の中で検討いただければと

思っております。 

  さらには、広域連携、定住自立圏構想の中での

連携、これ各担当部局の分野の中でも、連携すれ

ば生活効率あるいは財政効率が上がるというもの

がたくさんあると思います。単独では効果が余り

上がらなかったものも、連携によって向上すると

いうものが各部局にあると思いますので、その辺

を十分に庁内でも意見を取り入れて、連携の中に

課題として持ち込んでいただければと思っており

ます。 

  先ほども申しましたように、本市にとっても、

隣接する今回の構想に参加している各市町にとっ

ても、この事業は広域にわたる大きな事業構想で

あります。今まで阿久津市長の答弁にもありまし

たように、オブザーバーの参加から正式参加に市

長の決断によりまして参画し、その後、昨日の３

月４日の中心市宣言まで急ピッチで作業が進めら

れてきました。 

その間、当事業に参画された副市長初め職員の

皆様には大変ご苦労があったかと思います。しか

しながら、これからが本番になっていくと思いま

す。実行はこれからになります。単独ではできな

かったことも、連携によりさらに有効な事業とな

っていきますので、これからも引き続きこの定住

自立圏構想においては、市民の生活ということを

中心に考えていただき、一層のご努力と事業の推
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進をお願いしまして、この質問を終わります。 

  次に、２番の太陽光発電装置普及事業について

お伺いをいたします。 

  東日本大震災を起因とする福島第一原子力発電

所の事故による放射能関連の被害及び影響や再生

可能エネルギー特別措置法の成立など、原発依存

の電力確保から再生可能エネルギーへの転換傾向

が増進している中、本市においても再生可能エネ

ルギー政策の一環として、平成23年12月定例議会

において提案をさせていただいた市民出資型ファ

ンド形式による太陽光発電装置普及事業の素案が

示されたことから伺うものであります。 

  ①ファンドを含めた当事業の概要及び目的、効

果をお伺いいたします。 

  ②ファンド会社や太陽光発電装置設置事業者の

選定及び方法についての考えを伺います。 

  ③事業推進に当たって、本市はどのようにかか

わっていくのか、考えを伺います。 

  ④現行の太陽光発電装置設置に対する補助金制

度についての考えを伺います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） ファンドを含めた当事業

の概要及び目的と効果についてのご質問と、３番

目の質問で、事業推進に当たって市がどのように

かかわっていくのかという質問につきましては深

い関連がありますので、一括してお答えしてまい

ります。 

  市民ファンドを活用する太陽光発電装置普及事

業の概要につきましては、朝から柔仁会、中村議

員、公明クラブ、吉成議員の代表質問にもお答え

しておりますが、市民がそれぞれの立場で参画す

ることで成立する民間事業を想定しております。 

  事業の目的は、広く市民が参加・協力する新た

な仕組みが民間主導で構築され、再生可能エネル

ギーの創出と利活用が推進されることであると考

えております。 

  事業の効果につきましては、再生可能エネルギ

ーの創出と利用に積極的に取り組みたいと考えて

いる市民が、太陽光発電装置を設置できる持家が

ない、あるいは設置資金が一度に調達できないな

どの理由により取り組みを断念せざるを得ないケ

ースが考えられます。 

そういった場合でも、市民ファンドへの出資に

より再生可能エネルギーの創出にかかわることが

でき、また設置事業者から発電装置を借り受ける

市民は、再生可能エネルギーの利用が可能となり

ます。 

  さらに、太陽光発電装置の設置工事は市内の電

気工事店が行うことで考えておりますので、設置

してからのメンテナンスなど長期にわたってかか

わりが生まれることから、市内の経済面にも波及

効果があると思われます。 

  事業推進に当たって市のかかわり方は、まず初

めに、事業の趣旨を広く市民に浸透させる必要が

ありますので、浸透させるためのさまざまな業務

を民間業者に委託して行います。その後に、市は、

設置事業者となる法人等からの事業提案を募集し、

設置事業者との協定を締結した後に、事業につい

て広報紙やホームページによる広報、周知活動を

行ってまいります。 

  また、設置事業者が事業を継続していくために

は経営経費を確保する必要がありますので、今後、

事業者に対する財政支援も検討してまいります。 

  次に、②のファンド会社や太陽光発電装置の設

置事業者の選定方法についてのご質問にお答えい

たします。 

  この事業における事業者については、市は、市

民ファンドを活用する事業としての提案を募集し、

提案内容を審査し、事業が継続できると認めた事



－113－ 

業者と協定を結び、それ以降は事業者主導で事業

を進めていただくことになると考えております。 

  市民ファンドにつきましては、事業者がファン

ド会社に対してファンド組成を委託する、または

事業者がファンド会社を兼ねファンド組成をする

方法によるもので、市が指示や選定をするもので

はありません。 

  ④の現行の太陽光発電装置の設置に対する補助

金制度についての考えというご質問にもお答えい

たします。 

  太陽光発電装置設置に対する補助制度は、市民

ファンドを活用する太陽光発電装置普及事業に並

行して、平成25年度においても継続していく予定

でございます。先ほど吉成議員にお答えしたとお

りとなっております。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） ありがとうございました。 

  答弁の中にもありましたように、朝からさきの

両名の議員のほうからも当普及事業については質

問があり、広い範囲の答弁も出ておりましたので、

私のほうからは余った部分だけお尋ねをしたいと

思います。 

  今の答弁の中にありましたように、また朝から

説明がありましたように、やはりこの普及事業に

ついては市民の参画、市民の理解あるいは参画す

る業者さんの理解、あるいは意欲というものが重

要なポイントになるかとは思っておりますが、た

だいま答弁の中にありました設置業者、これらが

大きなポイントになると思いますが、これらに対

しても市のほうから財政支援を行うというお話が

ありましたが、内容的にはどのような支援をお考

えになっているか、ありましたらお聞かせをいた

だきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） まだ想定の段階で

はありますけれども、一つ考えられるのは、現在、

個人的に設置しようとする市民の方については市

のほうから補助金が出ております。この制度を利

用して設置しようとする市民の方々についても、

同じように補助金という形で、事業者を介してで

すけれども入れるというような形で、事業者並び

に市民の皆さんを事業全体として財政支援すると

いうことが一つには考えられると思います。 

  もう一つ考えられるのが、市民が個人的につけ

た太陽光発電装置については固定資産税の対象に

なりませんけれども、この制度の中で実施した場

合、事業者がやるということになると固定資産税

の課税の対象になってくると。 

実際は、それを活用している市民の皆さんの屋

根の上で、その方が利用される電気ということで、

そこら辺でもちょっと個人的につける場合と格差

が出てくるので、それを何とか埋める方法、奨励

金とかというのもあるいは考えられるのではない

だろうかということで、今現在、内部並びに民間

の何人かの方々で研究会をつくっているんですが、

そんなようなところで今後いろいろ研究してまい

りたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 内容的には理解ができまし

た。特に当普及事業は、さきの吉成議員の質問の

中にもありましたように、設置事業者の存在とい

うか、あり方、これによって成功、あるいは推進

できる大きなポイントは設置事業者にあるかと思

います。持続可能な企業として、持続可能な資金

力あるいは知識などを持ち合わせた業者さんが不

可欠かと思います。 

この設置業者については、市の内外を問わず、

あるいは広く全国的に業者を求める、そういった



－114－ 

こともお考えの中にあるかどうかをお伺いいたし

たいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 先ほども答弁の中

でも申し上げたとおり、地域の中でお金が回ると

いうような仕組みを目指すというのも一つの目的

でございますので、事業者として手を挙げていた

だきたいのは、那須塩原市の市民もしくは那須塩

原市内でこれまでも活動してきたような方々、そ

ういうような方々の中からぜひとも立ち上がって

きていただきたいというふうに考えております。

そのための勉強会というようなものも、これから

実施していきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） ぜひ市内の業者さんが手を

挙げていただき、該当する事業者として運営がで

きるような仕組みをつくっていただければと思う

ところでありますが、さきの中村議員の質問にも

ありましたように、それがために来年度予算に

1,000万円の研究費、あるいは説明によりますと

人件費ということで計上するという説明もありま

したが、内容的には、1,000万の予算を使用して

研究会あるいは活動をしていくか、内容をお聞か

せいただければと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 繰り返しになる部

分もあるとは思いますけれども、まず１つに、再

生可能エネルギー普及及び利活用の全般について

の市民全体の理解を深めるような周知もしくは講

演会、研究会、そんなようなもの。それと、もう

一つは、太陽光発電の事業者になろうというよう

な志をお持ちの方を対象とした説明会、勉強会の

ようなもの。それから、実際に工事を請け負って、

実際の工事をやってもいいかなというような電気

工事店、工務店等の皆さんに対する説明会、ある

いはこういう事業の説明もそうですけれども、太

陽光発電装置の設置に向けての技術の勉強会なん

かも、できればやりたいと。 

  それから、市民向けの講演会の中では、やはり

出資者になりたいという市民の皆さん向けの講演

会、それから実際に自分のうちの屋根につけたい

というふうな希望のある方向けの勉強会、そのよ

うなあらゆる方面からの勉強会をしたいというふ

うに思っております。このような細かいカリキュ

ラム等を詰めていった中で、なるべく早目に新年

度は実施の体制に入りたいというふうに思ってお

ります。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） なかなか事業内容としては

難しい、普及を進めていくには業者あるいは市民

の理解ということで、なかなかハードルが高い事

業であるかとは思いますが、この実施時期はいつ

ごろ開始するかを考えておられるか、お聞かせい

ただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 市民の皆さん全体

の勉強会は、先ほど申し上げましたとおり、でき

るだけ早い時期に始めてということですが、実際

に事業を始める、事業者となるべき人の募集を市

が始めるというのは、できれば下期に入って早い

うちにというのを、まず一つの目安として頑張っ

てまいりたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 先ほど来申し上げておりま
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すように、大変難しい事業であります。そういう

中で進めていくわけでありますので、担当部局に

おいてもかなり頑張ってもらうというか、踏ん張

りが必要かと思います。 

そのような中で、今度は事業者からファンドに

対する質問をさせていただきたいと思いますが、

市民から募るファンド、これの予算というか、１

口どのぐらいのファンドで集めていくか、それら

の構想について決まっているようでしたら、構想

があるようでしたらお聞かせをいただきたいと思

います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） １口どのような想

定かということなんですが、これにつきましては、

事業者が自分が経営していく中でどのような、要

するに資金を集めて、どのように使ってという、

そういう全体の資金計画の中で決めていくものだ

というふうに考えておりますので、特に市として

こうしなければいけないとか、こうだというよう

なものは特にありません。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） わかりました。 

  市が決めるものではなく、当該となる設置事業

者等々のほうで決めていくということかと思いま

す。 

  それでは次に、答弁にもありましたが、現在使

われている補助制度、これによって年間約400件

程度の設置を見込んでいる、また、それに近い実

績があるということでありますが、400件でおお

むね１件当たり平均して200万円前後の設置費用

がかかっているかと思います。それでいきますと

年間約４億の太陽光の器具、機器、それと取りつ

け工事等を含めて８億円の経済効果をもたらして

いるというのが、現在の補助制度を利用しての太

陽光の設置状況かと思います。そのような中で、

市のほうに補助申請が出ている400件、８億ある

中で、市内の業者が申請を出している、あるいは

取り扱っている件数は何割程度あるか、把握して

いればお聞かせをいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 現在の数字ですけ

れども、現在407件ほど決定しているわけですが、

その中で市内の業者というのが70件となっており

ます。率にして17％強という状況でございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） ちょっと今の数字を聞いて

がっかりしたというか、愕然としたんですけれど

も、中村議員の質問の、あるいは提案、要望の中

にもありました。また、市のほうの考えとしても、

市内の企業の育成あるいは地域経済の活性化、お

金を市内で回すんだという、今回の普及事業にも

ありましたように、何とか地域経済、企業育成と

いう観点からも、もう少し市内の業者さんが現在

の太陽光設置にかかわっているのかと私も思って

おりましたが、現実的にはまだまだ低い、70件の

17％程度に市内の業者さんがかかわっているだけ

であって、それ以外は市外の業者さんがかかわっ

ていると。市外にお金が出ていっているという現

実かと思います。 

これを市のほうにどうこうしろとは申しません

が、今後においては、この太陽光発電普及事業に

ついてはこれから研究していくわけでありますの

で、その辺は今回の事業の目的であります市民あ

るいは業者、特に市内の業者さんには理解と協力

をいただいて、市内の業者さんが関係する、携わ

る比率が上がるように、担当部局あるいは市のほ

うからもご指導というか、お手伝いをしていただ
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きたいと思います。 

８億というと結構な金額になりますので、市内

の関係業者さんも期待を持っている事業であるか

と思いますので、その辺の指導もあわせてお願い

を申し上げまして、この質問を終わりたいと思い

ます。 

  次に、３、防犯灯設置と維持管理事業について

をお伺いいたします。 

  当項目については、平成23年12月定例議会にお

いて、省エネルギー対策の一環として防犯灯のＬ

ＥＤ化とエスコ事業の導入についての質問並びに

提言をさせていただいております。今般、25年度

以降の防犯灯設置と維持管理事業については、エ

スコ事業を導入して防犯灯のＬＥＤ化を進める事

業計画案が示されたことから、伺うものでありま

す。 

  ①当事業の目的、方針、概要、実施方法及び効

果を伺います。 

  ②当事業の対象となる防犯灯数を伺います。 

  ③エスコ事業者の選定についての考え及び方法

を伺います。 

  ④平成25年度以降の新設防犯灯及び維持管理費

の補助についての考えをお伺いいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 当事業の目的、方針、概

要、実施方法及び効果についての質問に順次お答

えいたします。 

  防犯灯設置及び維持管理事業については、自治

会等が設置するものについて、市が定額の補助を

行う方法で現在まで実施してまいりました。地球

温暖化対策の推進とあわせて、市の事業費負担及

び自治会等における維持管理費の軽減を目的とし

て見直しを行ってまいりました。 

  見直し後の事業の方針は、防犯灯としての機能

の確保及び消費電力の節減のため、蛍光灯20Ｗ相

当のＬＥＤ防犯灯に限定することで事業費の節減

を図ることといたしました。これらを踏まえ、現

在自治会が管理している蛍光灯などの防犯灯につ

いては、エスコ事業の手法により一気にＬＥＤ化

を進める予定です。 

  具体的には、事業期間を10年間とし、自治会等

の同意を得た上で、市が一括してエスコ事業者へ

ＬＥＤ防犯灯への更新を発注します。更新工事は

平成25年度中にすべて完了するものとし、事業費

の支払いは市が10年間で償還いたします。 

  償還完了後は、自治会等へ無償譲渡とすること

にいたします。 

  事業期間中における器具の修繕などはエスコ事

業者の負担となりますが、電気料については、引

き続き自治会等の負担となります。 

  効果としては、事業費の節減、年度ごとの市の

財政負担の平準化、自治会等が負担する維持管理

費の節減等が見込まれます。試算では7,542灯を

一括更新した場合と、本年度のＬＥＤ化と同じペ

ースで200灯を毎年更新していった場合における

設置費と電気料を比較した場合、10年間では、市

が約800万、自治会等が約3,000万円の経費削減が

できると推計されております。 

  あわせて、消費電力の大幅な削減効果が期待さ

れるところでもございます。 

  当事業の対象となる防犯灯の数は、平成25年３

月末現在7,542灯と把握しております。 

  エスコ事業者の選定方法については、事業実施

にかかわる企画、提案を公募する方法を軸に、今

後、詳細について詰めていきたいと思います。 

  平成25年度以降の新設防犯灯については、これ

までの事業費補助というやり方から、スケールメ

リットを生かした事業費の節減と、各自治会等の

設置費負担の格差をなくすため、市が一括して設
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置した後、有償で自治会へ譲渡する方法に変更す

る予定であります。 

  維持管理の補助については、１灯当たり10Ｗ未

満の定額契約による電気料の50％相当額とする予

定でおります。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） 質問の途中ですが、ここで

10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時５９分 

 

再開 午後 ４時１０分 

 

○議長（君島一郎君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 答弁をいただきました。時

間も押してきましたので、延刻にならないように

急いで進めたいと思います。 

  再質問を行います。 

  答弁いただきましたが、一昨年の12月にエスコ

事業ということで提案させていただいたときの課

題として、現在の防犯灯、これは市の補助を受け

ながら自治会も負担をして防犯灯を設置しており

ます。 

そのような中で、現在の防犯灯の所有権はどこ

にあるのか、それらをどう解消していくかが今後

の課題であるというような質問をさせていただい

たことがありますが、現在の防犯灯についての所

有権等についてはどのような考えをお持ちになっ

ているか、お聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） これまで市が補助

金を出して設置していた防犯灯については、それ

ぞれの自治会等の所有というふうに考えておりま

す。ほかの自治体等とかのエスコ事業の実施状況

等いろいろ研究させていただいた中で、自治会等

から委任を受けるというような形で事業が可能で

あろうということで、今回取り組みをするという

ふうに至ったわけです。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） はい、わかりました。 

  先ほどの答弁の中に自治会の同意を得てという

ような答弁があったかと思いますが、それらに含

まれているものかと思います。当事業においては

経費の節減あるいは地球温暖化、環境対策に寄与

できる事業でありますので、誠意を持って自治会

のほうに説明をいただき、理解を得ていただけれ

ばと願っております。 

  それと、次の質問になりますが、先ほどの答弁

で10年間で市は800万、自治会は3,000万の経費の

削減が見込まれるという答弁がありましたが、現

在の防犯灯7,542基、これらをすべて一括してＬ

ＥＤ等にかえた場合の費用はどのぐらい見込まれ

るか、お聞かせをいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 来年度の予算の中

で債務負担としてお願いしていた額になるわけで

すけれども、10年間で１億5,300万円を見込んで

ございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） １億5,300万の債務行為と

いうことで、これの内容的には、１億5,300万が

予算計上されておりますように、一たん市が負担

をしまして、その後エスコ事業者、こちらがとい

うよりも、この償還は10年をかけて１億5,000万
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を返済していく、償還していくということだと思

うんですが、これらは電気料の節減あるいは維持、

球が切れた交換とか、器具の長寿命化、これによ

って生まれた金額で償還をしていくという考え方

でよろしいんでしょうか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） 基本的にそういう

ことになります。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） ということで理解ができま

した。市の持ち出しゼロで、一挙に防犯灯をＬＥ

Ｄ化にかえられるというような全協の中で説明が

ありまして、どうやってやるのかということで考

えてまいりましたが、浮いた経費で償還していく

ということで、先ほども申し上げましたが、その

後の維持費も低減できる、環境に優しいという、

かなり有効な事業であると思いますので、ぜひと

も、これらは太陽光よりは難しくはないと思いま

すので、25年度中にでもできるよう進めていただ

きたいと思います。 

  そのような中で、やはり太陽光と同じように、

市内業者の育成あるいは市内の経済の活性化等も

含めて、現在の防犯灯の維持工事については、各

自治会あるいは地域によって管理する業者さんと

いうか、依頼する業者さんが振り分けられており

ます。そのような形態を、このＬＥＤ化にかえて

いく事業においても、市内の業者さんが現在地域

に分けになっているような体制がとれるような指

導が、お願いがエスコ事業者に対して市のほうか

らできるかどうか、その辺をお伺いしたいと思い

ます。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（長山治美君） エスコ事業の事業

提案を募る中で、これまで各地域の防犯灯の設置

並びに維持管理をやってきた工務店なり、電器店

等との連携についてどのような方法をとるかとい

うようなことも一つの評価内容というような形で

取り入れることで、地元の業者さんが引き続き地

元の防犯灯の見守りに、設置工事の下請みたいな

形になりますけれども、そういったようなことと

か、今後の維持管理とかにかかわれるような方法

を事業の中身として設定することはできるという

ふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） ありがとうございました。

大体理解ができましたので、次に移りたいと思い

ます。 

  ４、高齢者外出支援タクシー料金助成事業と公

共交通についてをお伺いいたします。 

  一般的にはタクシー券の名称で対象高齢者の外

出の際の支援、いわゆる外出の際の「足」の確保

の支援事業として、利用者や申請から配布などの

お手伝いをいただいてきました民生委員などの多

くの皆様に親しまれ、浸透してきた当事業の廃止

についての案が示され、３月定例議会において議

案として上程を見ることから伺うものであります。 

  ①事業廃止する理由をお伺いいたします。 

  ②当事業の利用実績を伺います。 

  ③廃止に向けての対応、並びに廃止の時期を伺

います。 

  ④代替の交通整備についてのお考えをお伺いい

たします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 高齢者外出支援タクシー

料金助成事業と公共交通についての質問に順次お

答えいたします。 
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  ①の当事業を廃止する理由については、公明ク

ラブ、吉成伸一議員の会派代表質問にお答えいた

しましたが、高齢者人口の増加に鑑み、現行制度

では財源の確保とともに、極めて多額の財源を投

入すること─これは年々ふえ続けますが─

このことが市民の賛同を得ることが非常に難しい

状況にございまして、これまでのタクシー券を利

用しにくかった地域の高齢者に対する足の確保を

含め、従来のゆ～バスにデマンド交通を加えた新

しい公共交通システムを契機に、見直しを行った

ものでございます。 

  どのぐらいふえて、どうなるという詳しい資料

をちょっと机に置いてきてしまいましたので、こ

こではその表現にとどめます。 

  次に、②の当事業の利用実績についてお答えい

たします。 

  直近３カ年の状況は、交付件数及び総支出額の

実績は、21年度、2,424件、4,924万7,100円、22年

度が2,607件、5,416万1,510円、23年度が2,613件、

5,596万940円となっております。 

  次に、廃止に向けての対応並びに廃止の時期に

ついてお答えいたします。 

  高齢者外出支援タクシー料金助成事業の目的の

一つに、閉じこもり防止対策があります。従来か

ら実施している高齢者の生きがい・居場所づくり

としての生きがいサロン事業、街中サロン事業や

介護予防事業として実施している元気アップデイ

サービス事業、２次予防事業等への参加ＰＲを従

来に増して実施してまいります。 

  また、ひとり暮らし高齢者のみの世帯の見守り

対策として、民生委員や地域包括支援センターと

の連携を密にしてまいります。 

  次に、高齢者外出支援タクシー料金助成事業廃

止の時期については、平成25年10月１日運行開始

予定の新公共交通システムを契機として、９月30

日をもって廃止する考えです。 

  最後に、④の代替の交通整備の考え方について

お答えいたします。 

  新たな制度等を創設する考えは現在のところあ

りませんが、10月からスタートする新公共交通シ

ステムが高齢者にも使いやすくなるよう２年間の

試行の中で十分検討してまいります。 

  以上、第１回の答弁にかえます。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） ご答弁をいただきました。

それでは、再質問を行います。 

  全体の交付状況、利用状況等は今の答弁の中に

ありましたが、市内の３地区（黒磯地区、西那須

野地区、塩原地区）地区別における交付件数ある

いは利用率等々の内容の把握はできているかお伺

いをいたしたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） 先ほど市長から答

弁申し上げましたのは、市内全地区合計の数字と

いうことでございまして、ただいま地区別の交付

枚数等についてはどうだということで質問をいた

だきました。 

  平成24年度、今年度でございますけれども、今

手元に数字がございますのは１月末での数字でご

ざいますけれども、トータルで2,407件で、枚数

で申しますと11万812枚を交付してございます。

このうち地区別で申し上げますと、黒磯地区につ

きましては1,361件、６万2,500枚、それから西那

須野地区で申しますと863件、３万9,916枚、それ

から塩原地区が183件、8,396枚という状況でござ

います。率で申し上げますと、枚数と件数は大体

同じなんですけれども、黒磯地区が五十六・四、

五％、それから西那須野地区が36％、残り塩原地

区が七・五、六％という状況でございます。 
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  利用率でございますけれども、利用率につきま

しては、前に全協でお示ししたときも、年間トー

タルの利用率ということでお示しをしまして、地

区ごとには集計が、交付されている枚数が多いと

いうことで、ちょっとできてございません。ただ、

去年の10月の時点で、10月中にご利用いただいた

タクシー券、市役所のほうで回収といいますか、

請求が来て戻ってきたものにつきまして、どの地

区の方が主に使っているのかということで集計を

してございます。 

その中では、黒磯駅の西口、東口周辺からお乗

りいただいた方が五十二、三％です。それから、

西那須野駅のやはり西口、東口で利用いただいた

方が三十二、三％ということで、その両方を合わ

せますと、やはり84％近くが黒磯駅、西那須野駅

近くから乗車をされているという状況を私のほう

では、その10月分の中では、そのようなご利用実

態かというふうに思っております。 

  利用率とは直接は関係がございませんけれども、

地区別の利用の実態ということで申し上げました。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） さらに、タクシー券と表現

させていただきますが、それらを利用しての主な

外出理由ということで、先ほど市長の答弁にもあ

りました当初の目的は予防介護を目的にこの制度

を導入したというのが大きな狙いであったかと思

います。 

しかしながら、高齢化が進み、社会情勢が変わ

ってきた中で、現在どのようなものに使われてい

るか、目的でタクシー券を利用しているかという

ような把握はできているでしょうか。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） ご利用いただいて

いる方の利用目的ということで質問いただきまし

た。こちらにつきましても、去年たまたま骨格的

予算ということで、２回に分けてタクシー券の報

告をさせていただきました。その後半のとき、10

月のときに交付をする方々にどのような目的でお

使いいただいているのかということで聞き取り調

査をさせていただきました。その結果の数字がご

ざいますので。 

  まず、一番多いのが病院、通院ですね、という

ことで75％の方がそのようなことでございます。

それから、次いで多いのが買い物ということで

17％、その他が８％ということで、その他につい

てはいろんな施設へお出かけになるとか、親戚の

うちにお出かけになるとか、それから遠出をする

のに駅まで出かけるとか、そのようなことで、利

用実態については、昨年10月の時点ではそのよう

な状況になってございます。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） はい、わかりました。 

  先ほども申し上げましたように、当初の考えか

ら大分利用の内容が変わってきて、現在は通院に

75％が使用されているということで、今や介護か

ら医療の命を守るための足になっている、変わっ

てきているということかと思います。単なる外出

の際の支援ではなく、健康を維持して命を守るた

めの支援の一環として利用されている尊い事業に

変わってきているというご認識はできているもの

と思い、さらに質問を続けていきたいと思います。 

  冒頭の第１回目の質問の中にあえて上げさせて

いただきました、配布の手伝いをしていただいて

いるという表現をさせていただいたのは、民生委

員さんが利用状況や地域の情報、これらは役所の

ご苦労いただいている職員さん以上に地域の利用

者と密接に関連している民生委員さんが、内容等

の状況というものは把握されていると思います。
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そのような民生委員さんからの状況の報告や、あ

るいは内容やあるいは利用者の意見というものは

吸い上げ、把握しているかお伺いしたいと思いま

す。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） このタクシー券の

交付につきましては、代理で交付を受けられると

いうことで、多くの民生委員さんにお世話になっ

ているところでございます。そのほか地域包括の

職員とか、いろんな方にその代行ということで交

付をさせていただいておりますので、去年特に、

先ほど申しました骨格的予算という絡みの中でい

ろんなご意見等はいただいております。 

  さらに、先ほど申しましたように、それぞれの

地区民協の中でも話題といいますか、情報提供等

でいただいております。そのような中で、先ほど

も平成22年でしたか、高齢者在宅福祉サービスの

全般の見直しを行ったという中にも、当然、民生

委員さんの代表の方も入っていただいてやってご

ざいます。 

  今回につきましても、その手法を当然取り入れ

る考えでございましたけれども、先ほど申し上げ

ましたように、デマンドの絡みもございまして、

これについてはその見直しのテーブルにはちょっ

と着いていないわけでございますけれども、これ

以外のものにつきましては、25年度にもう一度そ

のような、22年度にやったような懇談会等を設け

まして検討をしていきたいかなというふうに考え

てございます。そういう中でいろんな現場の声等

についてもお聞きをしていきたいというふうには

思っております。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 民生委員さんからの情報等

は把握しているということでありますが、折しも

先ほど吉成議員の公共交通についての質問の中に

もありました。皆さんご存じのように、報道関係

のほうで現在、連載として「銀の靴を探して」と

いう公共交通、デマンド交通を含めた公共交通に

ついての連載が報道されております。そのような

中で「銀の靴を探して」、まさにシルバーシュー

ズであります。シルバー年代の足の確保をどう探

していくかという表題かと思います。 

  報道機関の会社の中では、銀の靴を探して、訳

して銀靴と読んでいるそうです。銀靴を探して銀

恋を歌いに行く。銀座の恋の物語を歌いに行くと

いうような、介護予防にかかわるような内容で使

用されているのであれば、私もさほど問題として

取り上げないところでありますが、先ほどもあり

ましたように、75％が命の足になっているという

ことから、今回重要な課題として取り上げている

ところであります。 

  そういった中で、公共交通、ゆ～バスの見直し、

デマンド交通を導入して足の確保に当たるという

説明がありました。特に駅周辺、黒磯駅、西那須

野駅周辺で使用率が高いという説明もありました。

そういったところにはデマンド交通導入で浮いた

というか、余ったというか、そのゆ～バス車両を

導入して解消に当たるという計画がありますが、

その他の地域でも、やはり医療に使っている利用

者がいるわけでありますが、それらの駅以外の地

域で公共交通、ゆ～バスの導入、それらの素案が

示されない中で、今回上程を見た外出支援タクシ

ーの廃止、中身が確認されない中で廃止論を論じ

るのには、私は情報が不足していると思っており

ます。 

  また、そのような中で、我々は市民の代表とし

てこの議会に出てきているわけであります。その

ような中で、代替の案が示されない中で賛否を採

決しろというのも、ちょっと私には判断しかねる
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ところであります。 

さらには、話はそれますが、例としてお出しし

ますが、昨年12月のホールボディカウンターの導

入の取りやめ、これらについては代替案が示され

ました。福島県平田村の平田中央病院のホールボ

ディカウンターで検査をする、さらには、それま

での交通機関、市が用意する、チャーターするバ

スでそちらまで送迎を行う、そういった代替案が

示されたので、私はそのときの採決に当たっての

判断ができたわけであります。 

今回の公共交通の変更ということで示されては

おりますが、中身がまだ全く示されていない中で、

ここで採決の判断をしろというのは、市民を代表

してきた我々議会人として、我々というか、私は

議会人として責任は果たせないと、そのように思

っております。 

そのような中で、今回上程を見ている議案につ

いては、さらに皆さんの公共交通網の整備、そう

いった案を示されてから賛否を問うのが話の筋道

ではないかと私は思っていることから、阿久津市

長の所感をお伺いしたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

市長。 

○市長（阿久津憲二君） 議長、暫時休憩を。何分

かでいいんですけれども。 

○議長（君島一郎君） ここで暫時休憩いたします。 

 

休憩 午後 ４時３７分 

 

再開 午後 ４時４１分 

 

○議長（君島一郎君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） ただいまの磯飛議員への

答弁でございますが、全協で示したような内容は

現在ございます。ただ、それ以上に詳しい内容等

についても検討を進めておりますが、このゆ～バ

スの路線というのは、認可を受けないと公表でき

ないということも一部ございますので、そういう

ような観点から、詳しい内容についてお知らせを

することが現在までできなかったと。こういう認

可に時間がかかるものですから、そういうような

ことを含めて現在検討して、委員会までにこれが

提示できるものか、もう一度執行部としてもよく

検討して、対応させていただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 大変難しい質問になってし

まっておりますが、やはり先ほど来お話をさせて

いただいておりますように、医療にかかわる利用

が高いということが第一理由であります。 

ただ、今の市長の答弁の中にもありましたよう

に、公共交通、認可をもらうのに時間がかかると

いう中で、公共交通においても試行として２年間

試行して、その中で改良の検討をしていくという

報告も先ほど答弁の中にありました。その２年間

の間、全く足のなくなる地域も出てきてしまう。

これは公平性の観点からいくと、現在タクシー券

を利用して外出できない地域もあるということで

はありますが、そのような中で、先ほど来私が主

張している代替の案、これの公共交通の運行経路

等々が示されていれば判断もつくという、私の主

張はそこにあります。 

そういったことが今後示されるよう、当議会で

採決が諮られる間にそういったものが示されて、

我々が判断しやすい、間違った判断をしないよう

な状況をつくっていただくことを重ねてお願いを

申し上げまして、この質問を終わります。 

  次に、５番の証明書のコンビニエンスストア交

付についてお伺いをいたします。 
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  住民票や印鑑証明書等の発行については、従来、

役所窓口や自動交付機などで発行されてきました

が、それらまで比較的遠隔地とされる地域の利便

性向上を目的に、モデル事業として南公民館、鍋

掛公民館等で証明書発行などの窓口業務を実施し

てきました。今後においては、さらなる利便性の

向上を目的にコンビニエンスストアにおける発行

を計画していることからお伺いするものでありま

す。 

  ①各所窓口自動交付機による当該証明書の発行

状況を伺います。 

  ②モデル事業として実施してきた南公民館、鍋

掛公民館における当該証明書の発行状況を伺いま

す。 

  ③コンビニエンスストア交付を導入する理由と

目的を伺います。 

  ④当該となるコンビニエンスストアの本社名は

どこか。また、該当となる店舗数は幾つかお伺い

します。 

  ⑤開始時期はいつになるか。また、交付を受け

られる時間帯をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） ①及び②の住民票、印鑑

登録証明書及び所得証明書の交付状況について、

あわせてお答えをいたします。 

  住民票及び印鑑登録証明書は本庁、西那須野支

所、塩原支所、箒根出張所、鍋掛公民館、南公民

館の６カ所で、自動交付機は本庁及び西那須野支

所に設置し交付を行ってまいりました。 

  各窓口での住民票と印鑑登録証明書を合計して、

平成23年度の交付実績は９万7,990枚で、そのう

ち窓口交付が７万5,381枚。自動交付機による交

付は２万2,609枚、窓口交付の内訳ですが、本庁

が４万3,836枚、西那須野支所が２万6,490枚、塩

原支所が1,821枚、箒根出張所2,986枚、鍋掛公民

館136枚、南公民館112枚となっております。 

これらの割合は、本庁が58.2％、西那須野支所

が35.1％、塩原支所が2.4％、箒根出張所が４％、

鍋掛及び南公民館合わせて0.3％になります。 

  自動交付機による交付内訳は、本庁が8,386枚、

西那須野支所が１万4,223枚で、交付率は全体の

23.1％を占めております。 

  また、所得証明書の窓口交付については8,042

枚の内訳ですが、本庁が4,256枚、割合にすると

52.9％、西那須野支所が3,462枚で、割合で

43.1％、塩原支所が95枚、1.2％、箒根出張所229

枚で2.8％になっております。 

  導入する理由と目的についてもお答えいたしま

す。 

  住民票や印鑑登録証明書は市役所の証明書の中

でも交付頻度の高いものであるため、６カ所にお

いて取得できる体制をとってまいりました。しか

し、平日勤務や遠方勤務の方々には時間的制約が

あったことも事実です。これらを踏まえ、市民の

利便性の向上に向け、交付場所や時間帯の拡充を

図り、必要なときに容易に入手できることを目的

として導入を行うものであります。 

  さらに、これらの証明書の交付を窓口交付から

コンビニエンスストア交付へ誘導し、コンビニに

おける交付率を高めることにより窓口業務の削減

を図ることで、中・長期的には行財政改革につな

がるものと考えております。 

  次に、コンビニエンスストアの本社名、店舗数

についてお答えいたします。 

  本社名は株式会社セブンイレブン・ジャパン、

店舗数は、マルチコピー機が設置されている全国

のセブンイレブンで、平成25年１月末現在、約１

万4,800店舗、市内では26店舗が対象になります。 

  開始時期及び可能な時間についてお答えいたし
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ますが、開始時期は平成25年７月１日を予定して

おります。交付を受けられる時間は12月29日から

１月３日を除く毎日で、午前６時半から午後11時

までになっております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） ご答弁をいただきました。

簡単に再質問をさせていただきます。 

  当コンビニ交付を導入するに当たっての初期投

資というか、費用、これはかかるか、現状のまま

でマルチコピーがあれば対応できるか。 

  それと、コンビニの手数料、これらは幾らにな

るかだけお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（生井龍夫君） コンビニ交付事業

に伴う初期費用の金額、それと手数料についての

お尋ねがございました。 

  以前に全協でお示しした数字で申し上げますと、

これは市のほうで初期投資としてかかる費用とい

うことで、今回予算計上もさせていただく内容で

すけれども、まず、コンビニでご利用いただくた

めには住民基本台帳カードを持っていただくと。

それと、現在既に持っている方も二千何百人かお

りますけれども、その方についてもコンビニでこ

の多目的利用ができるオプションをつけなくちゃ

なりませんので、それらを持っていただくための

キャペーンということで、本庁と西那須野支所で

事前にキャペーンをしたいということで、その関

係が298万円。 

  それと、住基カードについては、やはり臨時職

員等を雇用しまして交付に当たっていきたいとい

うことで、それらの賃金の関係が117万6,000円、

さらにはラジオ等でスポット的なコマーシャル等

もしていきたいということで、それらについての

費用が24万円、それと、キャペーン中ののぼり旗

等についての消耗品、そちらが29万7,000円とい

うことで、合わせまして469万3,000円という数字

でございます。 

  それと、ハードの関係ですけれども、地方自治

情報センター、こちら国の外郭団体でございます

けれども、そちらとうちのほうで契約をして実施

をするということで、こちらについては年間負担

金が300万円ということで見ております。 

  それと、コンビニのマルチコピー機と接続する

ためのコンピュータ関係の機器の保守、リースを

合わせまして585万ということで見ております。 

  さらには、住基カードについても作成するため

にカードが必要でございますので、そちらも760

万程度ということで見込んでおりまして、全部で、

全協で示したときの数字で申し上げますと2,115

万円ということで見ております。 

  それと、セブンイレブンのほうに払う手数料で

ございますけれども、こちらは120円ということ

でございます。 

  以上です。 

 

─────────── ◇ ─────────── 

 

◎会議時間の延長 

○議長（君島一郎君） ここでお諮りいたします。 

  那須塩原市議会会議規則第９条の規定によって、

会議時間は午前10時から午後５時までとなってお

りますが、本日の議事が全部終了するまで会議時

間を延長したいと思いますが、異議ございません

か。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○議長（君島一郎君） 異議なしと認めます。 

  よって、本日の議事が全部終了するまで会議時

間を延長します。 
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─────────── ◇ ─────────── 

 

○議長（君島一郎君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 延長しないで終わらせます。 

  内容的にはわかりました。総体で2,115万円の

経費がかかると。私が考えた以上にお金がかかる

んだなという思いで今聞いております。そのよう

な中で、モデル事業ということで南公民館、鍋掛

公民館で交付してまいったわけですが、その利用

率が0.3％と大変低い利用でありました。それに

対して、さらに受けやすいようにということで

2,115万円の経費をかけるという、これの費用対

効果がどういうものか、やってみないとわからな

いところはありますが、その辺を今後見ていきた

いと思います。 

  それで、ご参考までに、南公民館で低い利用率

でありましたが、利用者の声を参考までにお伝え

したいと思います。支所や本庁に行くには、田ん

ぼから出てきて長靴履きでは行けないと。公民館

なら長靴履きのまま気軽に行ける、あるいは化粧

しないで行けるということで、大変利用がしやす

いという好評な声もいただいております。 

  反面、もう少しサービスが向上すればというと

ころは、公民館の職員さんがいないと交付を受け

られないということで、時間的な制約があって、

その辺が改良できればなという声がありました。 

  そのような中で、コンビニの場合は朝６時半か

ら11時ということで、まさにセブンイレブン、７

時から11時までということで、利便性は上がって

利用者はふえるかなという思いがあります。 

  さらに私がつけ加えたいのは、今までコンビニ

において水道料金や軽自動車だと思うんですが、

自動車の納税ができておりまして、納税者の利便

性は向上になっていると。ただ、見方によっては、

コンビニで納入するに当たっては市のほうがいた

だく、市のほうが納入をしてもらうと、どちらか

というと納めやすい環境をつくって納税をいただ

く、もらうという観点から、今回の交付は市の窓

口が出ていったと、市民に対してもらうんではな

くて、市民にあげるというような見方ができて、

私はその辺を評価したいと思っております。 

  来てもらうから出ていくという、こういった行

政改革、こういったものが今回は各証明書の交付

ということで実現したわけでありますが、その他

のことにおいても、市が出ていくという、こうい

ったものが市民へのサービスであり、市民の目線

に立った行政、市民とともに歩んでいく協働のま

ちづくりにつながる施策になっていくものと思い

ます。 

ぜひ今後においても出ていくという、できるも

の、できないものがあるとは思いますが、市が出

ていく、行政が出ていくというような観点の施策

が導入されることを期待いたしまして、今回の私

の代表質問を終わります。 

  ありがとうございました。 

○議長（君島一郎君） 以上で致知の会の会派代表

質問は終了いたしました。 

  以上で、会派代表質問通告者の質問は全部終了

いたしました。 

  会派代表質問を終わりたいと思いますが、異議

ございませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○議長（君島一郎君） 異議なしと認めます。 

  会派代表質問を終わります。 

 

─────────── ◇ ─────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（君島一郎君） 以上で、本日の議事日程は
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全部終了しました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ５時００分 

 




